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　拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　6月21日は当組合にとりまして歴史的な一日となりました。2年前の総代地区会議での総
代様からのご発言が端緒となり、昨年の「通常総代会」では、「名称変更」と「地区変更」
を同時に行うことをご承認いただきました。
　検討段階では「なぜ今なのか」「なぜ塩沢の名称のままではだめなのか」など多くのお客
様からの「ご質問、ご意見、ご要望」にお答えしながら、ことを進めてきました。けっし
て「慌てず、急がず」慎重に進めて参りました。
　その結果、『通常総代会』では、ほぼ満場一致のご承認をいただきました。
　総代会後は、当組合の名称変更と地区変更に関して、多方面からお問い合わせや取材が
殺到、TV、新聞、雑誌等に取り上げられています。
　その内容は全て好意的で「合併以外に策は無い」という風潮の中で「その手があったか」と言わんばかりのご評価を
いただいています。
　多くの方から『この地区に“ゆきぐに信用組合”があって良かった』と思っていただけるように、ゆきぐに信組の組合員
であること自体がステータスと感じていただけるように取組んで参ります。

　私自身「理事長の在任中」に何を残すか、何が残せるかを常々考えております。やはり「人を残したい」そのため
の『人財育成』には大変力を注いでおり『支店長養成コース』と『理事長の後継者育成塾』を定期的に開催し、確実
に内部職員から次期の常勤役員が登用できるように準備しております。
　6月28日開催の「新潟県信用組合協会」の「通常総会」において、第12代の『会長』に選任され同日就任いたしました。
　6月29日開催の「全信中協」通常総会及び「全信組連」定時総会において、全国9人の「地区代表理事」に選出され同
日就任しました。
　私自身が信組生まれの信組育ちであり、私が今日あるのは、信用組合業務を通じ関わっていただいた数多くの方々の
お蔭と大変感謝しております。
　「地方から中央を変えたい」地方の声を中央に届けます。会長としては、本当に微力ではありますが、信用組合業界の
ために「信用組合のイメージアップ」や「働く職員のモチベーションアップ」に残りの時間をかけて信組業界に恩返し
をしていきたいと考えております。
　小さいもの弱い者の味方として、世のため人の為に尽くして参ります。
　引き続きのご愛顧ご支援を賜りますことを宜しくお願い申し上げます。
� 敬　具　

塩沢信用組合
理事長　�小 野 澤 一 成

理事長あいさつ

10年連続好決算記念式典「新潟県社会福祉協議会」会長表彰受賞 魚沼の未来基金　贈呈式65周年
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60周年 金融担当大臣顕彰 創業本店新築の工事飛鳥



　

業績ハイライト
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預積金は10年連続増加、370億円を突破

　お客様目線で、マイナス金利導入前から預金金利を引下げ
していない魅力的な商品、窓口延長等の取組みを実施し、当
組合の経営基盤である預積金の増加に繋がっています。

全集中の本業支援で200億円を維持

　特殊プロジェクト先・準プロジェクト支援先を含め「アフター
コロナ時代」を睨んだ「企業支援」を実施し、個人先に対して
は「家計支援」に取組み定期家計診断の地域内への普及を進
めております。　

預積金 貸出金
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好決算を堅持し13年連続黒字確保

　2009年3月期に不良債権処理と有価証券損失が響き最終赤
字を計上しましたが、その後2010年3月期から今期まで13
年連続で最終黒字を確保しています。

着実な自己資本の積み増しにより24億円を確保

　順調な利益計上により昨年より自己資本額が増加し、自己
資本比率は国際基準である８％を超える十分な水準を堅持し
ております。

当期純利益 自己資本比率・自己資本額の推移
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取引先業況の先行管理により不良債権比率5％台を維持

　新型コロナウイルスの影響により取引先企業の業績悪化が
懸念される中、業況の先行管理と事業先の改善支援に注力し
てきたことで5％台を維持しております。

不良債権比率・不良債権額の推移 業績のハイライト

　期初に「新型コロナウイルスになんか

負けないぞ‼」宣言を実施。役職員が一

丸となり「チーム力」で事業先の本業支

援と個人先の家計支援を行ってきたこと

が13年連続の好決算に繋がり、当組合

の経営の健全化を高めることが出来てお

ります。

3 Shiozawa Shinyoukumiai  DISCLOSURE  2022



主要な経営諸表

科　　　　目 2020 年度 2021 年度
 （資産の部）

現 金  485,009  453,570 
預 け 金  12,607,514  12,632,601 
買 入 手 形  −  −
コ ー ル ロ ー ン  −  −
買 現 先 勘 定  −  −
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  −  −
買 入 金 銭 債 権  −  −
金 銭 の 信 託  −  −
商 品 有 価 証 券  −  −

商 品 国 債  −  −
商 品 地 方 債  −  −
商 品 政 府 保 証 債  −  −
そ の 他 の 商 品 有 価 証 券  −  −

有 価 証 券  5,872,389  6,860,185 
国 債  2,602,040  2,902,110 
地 方 債  −  −
短 期 社 債  −  −
社 債  797,830  792,820 
株 式  237,156  389,865 
そ の 他 の 証 券  2,235,362  2,775,389 

貸 出 金  20,958,035  20,576,742 
割 引 手 形  27,421  23,656 
手 形 貸 付  1,250,994  1,612,380 
証 書 貸 付  18,505,152  17,706,726 
当 座 貸 越  1,174,465  1,233,978 

外 国 為 替  −  −
外 国 他 店 預 け  −  −
外 国 他 店 貸  −  −
買 入 外 国 為 替  −  −
取 立 外 国 為 替  −  −

そ の 他 資 産  259,196  260,846 
未 決 済 為 替 貸  2,534  2,649 
全 信 組 連 出 資 金  175,000  175,000 
前 払 費 用  −  −
未 収 収 益  54,518  60,755 
先 物 取 引 差 入 証 拠 金  −  −
先 物 取 引 差 金 勘 定  −  −
保 管 有 価 証 券 等  −  −
金 融 派 生 商 品  −  −
金 融 商 品 等 差 入 担 保 金  −  −
リ ー ス 投 資 資 産  −  −
そ の 他 の 資 産  27,143  22,441 

有 形 固 定 資 産  476,955  489,694 
建 物  221,348  207,917 
土 地  237,265  237,265 
リ ー ス 資 産  −  −
建 設 仮 勘 定  −  −
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  18,340  44,510 

無 形 固 定 資 産  1,334  1,334 
ソ フ ト ウ ェ ア  −  −
の れ ん  −  −
リ ー ス 資 産  −  −
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  1,334  1,334 

前 払 年 金 費 用  −  −
繰 延 税 金 資 産  −  −
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  −  −
債 務 保 証 見 返  36,799  41,639 
貸 倒 引 当 金 ▲ 550,392 ▲ 569,017 

一 般 貸 倒 引 当 金 ▲ 66,712 ▲ 63,579 
個 別 貸 倒 引 当 金 ▲ 483,680 ▲ 505,437 

資産の部合計  40,146,842  40,747,597 

科　　　　目 2020 年度 2021 年度
（負債の部）

預 金 積 金  36,698,175  37,349,163 
当 座 預 金  444,707  388,659 
普 通 預 金  15,548,019  16,682,202 
貯 蓄 預 金  70,739  75,183 
通 知 預 金  155,000  −
定 期 預 金  19,167,298  18,889,401 
定 期 積 金  1,232,532  1,241,408 
そ の 他 の 預 金  79,878  72,308 

譲 渡 性 預 金  −  −
借 用 金  700,000  700,000 

借 入 金  700,000  700,000 
当 座 借 越  −  −
再 割 引 手 形  −  −

売 渡 手 形  −  −
コ － ル マ ネ －  −  −
売 現 先 勘 定  −  −
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  −  −
コ マ ー シ ャ ル・ ペ ー パ ー  −  −
外 国 為 替  −  −

外 国 他 店 預 り  −  −
外 国 他 店 借  −  −
売 渡 外 国 為 替  −  −
未 払 外 国 為 替  −  −

そ の 他 負 債  88,052  97,958 
 未 決 済 為 替 借  7,286  7,304 

未 払 費 用  17,494  17,240 
給 付 補 て ん 備 金  261  262 
未 払 法 人 税 等  14,639  26,283 
前 受 収 益  8,334  9,432 
払 戻 未 済 金  6,318  5,510 
職 員 預 り 金  29,817  27,145 
先 物 取 引 受 入 証 拠 金  −  −
先 物 取 引 差 金 勘 定  −  −
借 入 商 品 債 券  −  −
借 入 有 価 証 券  −  −
売 付 商 品 債 券  −  −
売 付 債 券  −  −
金 融 派 生 商 品  −  −
金 融 商 品 等 受 入 担 保 金  −  −
リ ー ス 債 務  −  −
資 産 除 去 債 務  −  −
そ の 他 の 負 債  3,900  4,780 

賞 与 引 当 金  15,529  14,548 
役 員 賞 与 引 当 金  −  −
退 職 給 付 引 当 金  22,357  24,583 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  32,439  37,157 
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金  396  397 
偶 発 損 失 引 当 金  1,899  1,697 
特 別 法 上 の 引 当 金  −  −

金融商品取引責任準備金  −  −
繰 延 税 金 負 債  58,169  27,055 
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  −  −
債 務 保 証  36,799  41,639 

負債の部合計  37,653,819  38,294,201 
（純資産の部）

出 資 金  402,603  399,768 
普 通 出 資 金  402,603  399,768 
優 先 出 資 金  −  −

優 先 出 資 申 込 証 拠 金  −  −
資 本 剰 余 金  −  −

資 本 準 備 金  −  −
そ の 他 資 本 剰 余 金  −  −

利 益 剰 余 金  1,904,625  1,958,651 
利 益 準 備 金  406,303  402,603 
そ の 他 利 益 剰 余 金  1,498,322  1,556,048 

特 別 積 立 金  1,321,362  1,383,944 
（ う ち 目 的 積 立 金 ）  12,401  12,983 
当 期 未 処 分 剰 余 金  176,959  172,104 

自 己 優 先 出 資  −  −
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金  −  −
組 合 員 勘 定 合 計  2,307,228  2,358,419 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 185,794 94,975 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  −  −
土 地 再 評 価 差 額 金  −  −
評 価・ 換 算 差 額 等 合 計 185,794 94,975 
純 資 産 の 部 合 計  2,493,022  2,453,395 

負債及び純資産の部合計  40,146,842  40,747,597 
☆ 参 考 ： 員 外 預 金 比 率 15.61% 16.41%

◆ 貸借対照表  （資産の部） ◆ 貸借対照表 （負債及び純資産の部）
※　係数記載にあたって、単位未満は全て切捨て処理しております。� （単位：千円）　
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■貸借対照表の注記事項
（注）
１�．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に

ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
２�．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原

価法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

３�．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998
年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しておりま
す。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　　物　　21年～ 39年
　　　　　そ の 他　　 5年～ 10年
４�．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法を採用しております。

なお、自組合利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間
（5年）に基づいて償却しております。

５�．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。
　日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第4号「銀行等金融機関の
資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（2020年10月8日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権に
ついては、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実
績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基
づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残
額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、本部（営業関連部署）の協
力の下に融資部（資産査定部署）が資産査定を実施しております。

６�．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支
給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

７�．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第
25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（2015年3月26日）に定める簡
便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）によ
り、当事業年度末における必要額を計上しております。
　当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合
設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額
を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職
給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占め
る当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
⑴　制度全体の積立状況に関する事項（2021年3月31日現在）

　　　　年金資産の額� 238,577百万円　　　　　　
　　　　年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　最低責任準備金の額との合計額� 　229,590百万円　　　　　　
　　　　差引額� 8,987百万円　　　　　　

⑵　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　（自 2020年4月1日　　至 2021年3月31日）� 0.247％　　　　　

⑶　補足説明
　上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 15,766
百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間12年の
元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却に充てられる特
別掛金11百万円を費用処理しております。
　なお、上記⑵の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しておりません。

８�．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

９�．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者から
の払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、
必要と認める額を計上しております。

１０�．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備
えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

１１‌�．会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で
あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、
次のとおりです。
　　　　　貸倒引当金　　569百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」で
あります。
　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収
益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化し
た場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

12．表示方式の変更
　協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部変更（2020年1月24

日内閣府令第3号）が2022年3月31日から施行されたことに伴い、協同組合に
よる金融事業に関する法律の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生
のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示して
おります。

13．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っ
ております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の
総合的管理（ALM）をしております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出
金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、
純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行
体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒さ
れております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理

　当組合は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従
い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管
理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整
備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期
的に経営陣による常務会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
　さらに、与信管理の状況については、監査室がチェックしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報
や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②　市場リスクの管理
ⅰ　金利リスクの管理

　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理手法や手続等の詳
細を明記しており、常務会において決定されたALMに関する方針に基
づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っ
ています。
　日常的には総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に
把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、
月次ベースで常務会に報告しております。

ⅱ　為替リスクの管理
　当組合は、為替の変動リスクに関して、継続的なモニタリングを行い、
為替変動リスクの軽減を図っております。

ⅲ　価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常務会の方針に基づ
き、理事会の監督の下、余資運用基準規程に従い行われております。
　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、
投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。
　当組合で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているも
のであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　これらの情報は総務部を通じ、理事会及び常務会において定期的に報
告されております。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段
の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、
流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わ
る金額を含めて開示しております。

14．金融商品の時価等に関する事項
　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表に
は含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
� （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

⑴　預け金 12,632 12,653 20
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券 800 783 △ 16
　　　その他有価証券 6,044 6,044 －
⑶　貸出金 20,576 20,289
　　　貸倒引当金（※） △ 569

20,007 20,289 281
金融資産計 39,485 39,769 284

⑴　預金積金 37,349 37,357 8
⑵　借用金 700 700 －

金融負債計 38,049 38,057 8
（※）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産

⑴　預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場
金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなして
おります。

⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ
れた価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっ
ております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については15か
ら18に記載しております。

⑶　貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当
金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算定結果を簡便
な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
①�　6 ヵ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債

権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引
当金控除前の額）

②�　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金
の合計額を市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
⑴　預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）
を時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間
帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市
場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

⑵　借用金
　借用金については、残存期間が短期間であり時価は帳簿価額と近似して
いることから、帳簿価額を時価としております。

（注２）�　市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおり
であり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

15�．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には、「国債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下18まで同
様であります。
⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵　満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

⑶　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
⑷　その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

� （単位：百万円）
区　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 15
全信組連出資金（※1） 175

合　　　計 190
（※1）‌�非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対
象とはしておりません。

貸借対照表計上額 時　価 差　額
その他 300百万円 316百万円 16百万円
小計 300 316 16

貸借対照表計上額 時　価 差　額
その他 500百万円 467百万円 △ 32百万円
小計 500 467 △ 32
合計 800 783 △ 16

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株　式　　 282百万円 248百万円 34百万円
債　券　　 1,002 899 103
　　国　債 1,002 899 103
　　社　債 － － －
その他　　 1,245 1,097 148

小計 2,531 2,244 286

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
株　式　　 92百万円 99百万円 △ 7百万円
債　券　　 2,691 2,794 △ 102
　　国　債 1,899 1,990 △ 91
　　社　債 792 803 △ 10
その他　　 729 774 △ 45

小計 3,513 3,668 △ 154
合計 6,044 5,913 131

（注）１�．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上
したものであります。

　　　２�．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ
て著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みのないものはありません。

　　　�　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準の概要は以下のとおりであ
ります。

　　　　◦時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄
　　　　◦‌‌‌‌ �時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落し、財務内容や格付が一定水準以下

の銘柄

16．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
17．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　　　　　売却額　　　　　　売却益
　　　　　　217百万円　　　　  18百万円
18‌�．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償

還予定額は次のとおりであります。

１年以内 １ 年 超
５年以内

5 年 超
10年以内 10年超

債　券　　 200百万円 100百万円 1,000百万円 2,400百万円
　　国　債 200 － 600 2,100
　　社　債 － 100 400 300
その他　　 － 100 － 900

合計 200 200 1,000 3,300
19�．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置

に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照
表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各
勘定に計上されるものであります。

　　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 109百万円　　　　
　　　　危険債権額� 652百万円　　　　
　　　　三月以上延滞債権額�－ 　　　　
　　　　貸出条件緩和債権額� 364百万円　　　　
　　　　合計額� 1,126百万円　　　　

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができな
い可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないもの
であります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月
以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債
権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準じる債権、危険
債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20�．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理し
ております。これにより受け入れた商業手形、売却又は再担保という方法で自
由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は23百万円であります。

21�．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定
の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る
融資未実行残高は、3,140百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のも
の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが3,140百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保
全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

22．有形固定資産の減価償却累計額　　　477百万円
23．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額�
� 21百万円
２４�．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、以下のとおりで

あります。
貸倒引当金 139百万円
退職給付引当金 6
固定資産 21
賞与引当金 4
その他 14
繰延税金資産小計 186
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 177
繰延税金資産合計 9
有価証券評価差額金 36
繰延税金負債合計 36
繰延税金負債の純額 27百万円

２５．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　担保提供している資産　　　預け金� 1,310百万円　　　　　　　　　
　担保資産に対応する債務　　借用金� 700百万円　　　　　　　　　
　上記のほか、為替取引及び日本銀行歳入復代理店取引のために預け金1,005
百万円を担保として提供しております。

２６．出資1口当たりの純資産額は6,137円04銭です。
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� （単位：千円）

科　　　目 2020年度 2021年度
経 常 収 益  600,777  629,907 

資 金 運 用 収 益  567,412  578,012 
貸 出 金 利 息  445,066  447,593 
預 け 金 利 息  16,603  13,788 
買 入 手 形 利 息  −  −
コ － ル ロ － ン 利 息  −  −
買 現 先 利 息  −  −
債券貸借取引受入利息  −  −
有価証券利息配当金  100,577  106,336 
金利スワップ受入利息  −  −
そ の 他 の 受 入 利 息  5,164  10,294 

役 務 取 引 等 収 益  31,215  29,059 
受 入 為 替 手 数 料  16,216  14,060 
そ の 他 の 役 務 収 益  14,999  14,998 

そ の 他 業 務 収 益  1,940  4,284 
外 国 為 替 売 買 益  −  −
商品有価証券売買益  −  −
国 債 等 債 券 売 却 益   −   −
国 債 等 債 券 償 還 益  −  −
金 融 派 生 商 品 収 益  −  −
そ の 他 の 業 務 収 益  1,940  4,284 

そ の 他 経 常 収 益  209  18,550 
貸 倒 引 当 金 戻 入 益   −   −
償 却 債 権 取 立 益  −  −
株 式 等 売 却 益   −  18,348 
金 銭 の 信 託 運 用 益  −  −
そ の 他 の 経 常 収 益  209  202 

経 常 費 用  504,858  523,039 
資 金 調 達 費 用  10,813  9,627 

預 金 利 息  10,954  9,847 
給付補てん備金繰入額  324  319 
譲 渡 性 預 金 利 息  −  −
借 用 金 利 息 ▲ 613 ▲ 700
売 渡 手 形 利 息  −  −
コ ー ル マ ネ ー 利 息  −  −
売 現 先 利 息  −  −
債券貸借取引支払利息  −  −
コマ－シャル・ペ－パ－利息  −  −
金利スワップ支払利息  −  −
そ の 他 の 支 払 利 息  149  161 

役 務 取 引 等 費 用  24,975  22,692 
支 払 為 替 手 数 料  9,689  8,494 
そ の 他 の 役 務 費 用  15,286  14,198 

そ の 他 業 務 費 用  96  3 
外 国 為 替 売 買 損  −  −
商品有価証券売買損  −  −
国 債 等 債 券 売 却 損   −   −
国 債 等 債 券 償 還 損  −  −
国 債 等 債 券 償 却  −  −
金 融 派 生 商 品 費 用  −  −
そ の 他 の 業 務 費 用  96  3 

経 費  453,713  455,833 
人 件 費  277,309  270,781 
物 件 費  171,160  179,953 
税 金  5,242  5,098 

そ の 他 経 常 費 用  15,258  34,882 
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  14,426  34,727 
 貸 出 金 償 却  −  −

株 式 等 売 却 損  −  −
株 式 等 償 却  −  −
金 銭 の 信 託 運 用 損  −  −
そ の 他 資 産 償 却  −  −
そ の 他 の 経 常 費 用  831  155 

経 常 利 益  95,919  106,867 

科　　　目 2020年度 2021年度
特 別 利 益  −  −

固 定 資 産 処 分 益  −  −
負 の の れ ん 発 生 益  −  −
金融商品取引責任準備金取崩額  −  −
そ の 他 の 特 別 利 益  −  −

特 別 損 失  187  −
固 定 資 産 処 分 損  187  −
減 損 損 失  −  −
金融商品取引責任準備金繰入額  −  −
そ の 他 の 特 別 損 失  −  −

税 引 前 当 期 純 利 益  95,731  106,867 
法人税、住民税及び事業税  25,505  37,172 
法 人 税 等 調 整 額 ▲ 581 3,611
法 人 税 等 合 計 24,924 40,783 
当 期 純 利 益  70,807  66,083 
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）  106,152  106,020 
当 期 未 処 分 剰 余 金  176,959  172,104 

�（単位：千円）

　科　　　　目 2020年度 2021年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 176,959 172,104 

当 期 純 利 益 70,807 66,083 
繰 越 金 106,152 106,020 

利 益 準 備 金 取 崩 額 3,700 2,835 
特 別 積 立 金 取 崩 額   −  3,611 

う ち 経 営 改 善 積 立 金   −  3,611 
剰 余 金 処 分 額 74,639 71,996 

利 益 準 備 金  −  −
普通出資に対する配当金 12,057 11,996 

（普通出資に対する配当率）（年 3％の割合）（年 3％の割合）
特 別 積 立 金  62,581  60,000 

（うち創業70周年記念事業積立金） （� −） （� 32,000）
（うち経営改善積立金） （� 581） （� −）

次 期 繰 越 金  106,020  106,554 

■ 法定監査の状況 
　貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書につきまし
ては、「協同組合による金融事業に関する法律」第5条の8第3
項に規定に基づき、公認会計士　北畠　収　の監査を受けてお
ります。

【会計監査人の氏名及び名称】
公認会計士北畠会計事務所　　公認会計士　北畠　収	

■代表理事による財務諸表の適正性・有効性の確認
　私は当組合の2021年4月1日から2022年3月31日までの第
69期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性
を確認いたしました。� 　　2022年6月21日　
� 塩 沢 信 用 組 合　 理事長　小野澤一成　

■損益計算書の注記事項
（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　　�なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨て

て表示しております。
　　２．出資1口当たりの当期純利益　　　163円69銭	

◆ 損益計算書

◆ 剰余金処分計算書
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自己資本の充実の状況について
Ⅰ．自己資本の構成に関する事項

項　　　　目 2020
年度

2021
年度

経過措置
による

不算入額

経過措置
による

不算入額
コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資
に係る組合員勘定又は会員勘定の額 2,295 2,346

うち、出資金及び資本剰余金の額 402 399
うち、利益剰余金の額 1,904 1,958
うち、外部流出予定額（△） 12 11
うち、上記以外に該当するものの額 − −

コア資本に係る基礎項目の額に算入
される引当金の合計額 66 63

うち、一般貸倒引当金コア資本算
入額 66 63

うち、適格引当金コア資本算入額 − −
適格旧資本調達手段の額のうち、経
過措置によりコア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

− −

公的機関による資本の増強に関する
措置を通じて発行された資本調達手
段の額のうち、経過措置によりコア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額

− −

土地再評価額と再評価直前の帳簿価
額の差額の 45%に相当する額のう
ち、経過措置によりコア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

− −

コア資本に係る基礎項目の額�（イ） 2,361 2,410
コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービ
シング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額

1 0

うち、のれんに係るものの額 − −
うち、のれん及びモーゲージ・
サービシング・ライツに係るもの
以外の額

1 0

繰延税金資産（一時差異に係るもの
を除く。）の額 − −

適格引当金不足額 − −
証券化取引に伴い増加した自己資本
に相当する額 − −

負債の時価評価により生じた時価評価
差額であって自己資本に算入される額 − −

前払年金費用の額 − −
自己保有普通出資等（純資産の部に
計上されるものを除く。）の額 − −

意図的に保有している他の金融機関
等の対象資本調達手段の額 − −

少数出資金融機関等の対象普通出資
等の額 − −

信用協同組合連合会の対象普通出資
等の額 − −

特定項目に係る 10％基準超過額 − −
うち、その他金融機関等の対象普
通出資等に該当するものに関連す
るものの額

− −

うち、モーゲージ・サービシン
グ・ライツに係る無形固定資産に
関連するものの額

− −

項　　　　目 2020
年度

2021
年度

経過措置
による

不算入額

経過措置
による

不算入額
うち、繰延税金資産（一時差異に
係るものに限る。）に関連するも
のの額

− −

特定項目に係る 15％基準超過額 − −
うち、その他金融機関等の対象普
通出資等に該当するものに関連す
るものの額

− −

うち、モーゲージ・サービシン
グ・ライツに係る無形固定資産に
関連するものの額

− −

うち、繰延税金資産（一時差異に
係るものに限る。）に関連するも
のの額

− −

コア資本に係る調整項目の額�（ロ） 1 0
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ） 2,360 2,409
リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 17,607 18,221

資産（オン・バランス）項目 17,573 18,185
うち、経過措置によりリスク・
アセットの額に算入される額の
合計額

− −

うち、他の金融機関等の対象
資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置を
用いて算出したリスク・ア
セットの額から経過措置を用
いずに算出したリスク・ア
セットの額を控除した額
うち、上記以外に該当するも
のの額

オフ・バランス取引等項目 33 36

ＣＡＶリスク相当額を 8％で除し
て得た額 − −

中央清算機関関連エクスポー
ジャーに係る信用リスク・アセッ
トの額

− −

オペレーショナル・リスク相当額の
合計額を 8％で除して得た額 1,133 1,138

信用リスク・アセット調整額 − −
オペレーショナル・リスク相当額調
整額 − −

リスク・アセット等の額の合計額�
� （ニ） 18,740 19,360

自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.59％ 12.44％

（注）�　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関す
る法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づ
き、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照
らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基
準（2006年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。
なお、当組合は国内基準を採用しております。

�（単位：百万円）
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Ⅱ．定量的な開示事項

⑴　自己資本の充実度に関する事項 �（単位：百万円）

2020年度 2021年度
リスク・
アセット

所要自己
資本額

リスク・
アセット

所要自己
資本額

イ�.信用リスク・アセット、所要自
己資本の額合計 17,622 704 18,221 728

⑴�　標準的手法が適用されるポー
トフォリオごとのエクスポー
ジャー

17,622 704 18,221 728

①　ソブリン向け 195 7 222 8
②　金融機関向け 2,801 112 2,788 111
③　法人等向け 6,156 246 6,482 259
④　中小企業等・個人向け 4,022 160 3,793 151
⑤　抵当権付住宅ローン 289 11 238 9
⑥　不動産取得等事業向け 20 0 18 0
⑦　三月以上延滞等 9 0 1 0
⑧　出資等 1,014 40 1,545 61
　　出資等のエクスポージャー 1,014 40 1,545 61
　　�重要な出資のエクスポー

ジャー − − − −

⑨�　他の金融機関等の対象資本
調達手段のうち対象普通出資
等に該当するもの以外のもの
に係るエクスポージャー

− − − −

⑩�　信用協同組合連合会の対象
普通出資等であってコア資本
に係る調整項目の額に算入さ
れなかった部分に係るエクス
ポージャー

175 7 175 7

⑪　その他 2,937 117 2,957 118
⑵　証券化エクスポージャー − − − −
⑶�　経過措置によりリスク・アセッ

トの額に算入されるものの額 − − − −

2020年度 2021年度
リスク・
アセット

所要自己
資本額

リスク・
アセット

所要自己
資本額

⑷�　他の金融機関等の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー
に係る経過措置によりリスク・
アセットの額に算入されなかっ
たものの額

− − − −

⑸�　CVAリスク相当額を8%で除
して得た額 − − − −

⑹�　中央清算機関関連エクスポー
ジャー − − − −

ロ.オペレーショナル・リスク 1,158 46 1,138 45
ハ.単体総所要自己資本額（イ+ロ） 18,780 751 19,360 774

（注）
１．所要自己資本の額=リスク・アセットの額×4%
２�．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）

並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３�．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団

体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、
地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソ
ブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通
貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金
協会のことです。

４�．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か
ら3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブ
リン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」
においてリスク ・ウェイトが150%になったエクスポージャーのこと
です。

５�．「その他」とは、①〜⑦に区分されないエクスポージャーです。具体
的には有形固定資産、無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。

６�．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。	
				   ＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％ ÷ 8％直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数	

７．単体総所要自己資本額=単体自己資本比率の分母の額×4%

2022年度　入組式
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⑵　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

　　　　＜地区別・業種別・残存期間別＞ �（単位：百万円）

エクスポージャー区分

地域区分
業種区分
期間区分

信 用 リ ス ク エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 期 末 残 高

三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメ
ント及びその他の
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債      券 デリバティブ取引

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度
国 内 40,704 41,274 36 41 5,857 6,793 − − 94 78
国 外 − − − − − − − − − −
地 域 別 合 計 40,704 41,274 36 41 5,857 6,793 − − 94 78
製 　 　 造 　 　 業 1,960 1,793 − − 259 149 − − − −
農 業 、 林 業 1,016 1,162 27 33 − − − − − −
漁 　 　 　 　 　 　 業 29 28 − − − − − − − −
鉱業、採石業、砂利採取業 − 24 − − − 24 − − − −
建 　 　 設 　 　 　 業 1,588 1,406 − − − − − − 43 29
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 147 174 − − 30 74 − − − −
給 ・ 水 道 業
情 　 報 　 通 　 信 　 業 110 110 − − − − − − − −
運 輸 業 、 郵 便 業 527 549 − − 99 100 − − − 0
卸 売 業 、 小 売 業 2,710 2,696 − − − − − − − 10
金 融 業 、 保 険 業 15,518 16,081 − − 2,568 3,095 − − − −
不 　 動 　 産 　 業 122 156 − − 98 100 − − − −
物 品 賃 貸 業 125 123 − − 100 100 − − − −
学術研究・専門・技術サービス業 58 77 − − − − − − − −
宿 泊 業 1,106 1,215 − − − − − − 0
飲 食 業 856 913 − − − − − −
生活関連サービス業・娯楽業 245 239 − − − − − − − −
教 育 ・ 学 習 支 援 業 7 179 − − − − − − − −
医 療 ・ 福 祉 160 262 − − − 124 − − − −
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,978 1,983 0 0 99 100 − − − −
そ の 他 の 産 業 81 112 − − − 24 − − − −
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 6,059 5,943 − − 2,602 2,900 − − − −
個 　 　 　 　 　 　 　 人 5,073 4,846 8 7 − − − − 50 38
そ 　 　 　 の 　 　 　 他 1,221 1,192 − − − − − − − −
業 　 種 　 別 　 合 　 計 40,704 41,274 36 41 5,857 6,793 − − 94 78
1 　 年 　 以 　 下 17,787 16,514 − − − 200 − −
1 年 超 3 年 以 下 5,444 9,564 − 0 205 − − −
3 年 超 5 年 以 下 2,566 2,288 1 3 101 200 − −
5 年 超 7 年 以 下 1,741 1,594 4 3 99 100 − −
7 年 超 1 0 年 以 下 2,601 2,318 8 28 985 1,000 − −
1 0 　 　 　 年 　 　 　 超 3,982 4,180 22 5 3,008 3,200 − −
期 間 の 定 め の な い も の 3,772 1,484 − − − − − −
そ の 他 2,807 3,329 − − 1,457 2,093 − −
残 存 期 間 別 合 計 40,704 41,274 36 41 5,857 6,793 − −

（注）
１�．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相

当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
２�．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
３�．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエ

クスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等の資産や宗教法人、社団等が含まれています。	
４�．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金
2020年度 53 66 − 53 66
2021年度 66 63 − 66 63

個 別 貸 倒 引 当 金
2020年度 493 483 10 482 483
2021年度 483 505 16 467 505

合　　　　　　計
2020年度 546 550 10 535 550
2021年度 550 569 16 531 569

　ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 �（単位：百万円）
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（注）　１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　　２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

2020年度 2021年度
格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

0 − 6,567 − 6,384
10 − 1,951 − 2,230
20 2,198 12,610 1,792 12,644
35 − 870 − 713
50 − 17 298 2
75 − 5,568 − 5,263
100 − 10,287 − 11,163
150 − − − −
250 − − − −
1250 − − − −

その他 − − − −
合　　計 2,198 37,872 2,091 38,401

（注）　１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　　２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　　３�．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャー

は含まれておりません。

�（単位：百万円）

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度
製 　 造 　 業 11 10 10 12 − − 11 10 10 12 − −
農 業 、 林 業 − − − − − − − − − − − −
漁 　 　 　 業 − − − − − − − − − − − −
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 − − − − − − − − − − − −
建 　 設 　 業 102 91 91 76 8 − 93 91 91 76 − −
電気・ガス・熱供給・水道業 − − − − − − − − − − − −
情 報 通 信 業 − − − − − − − − − − − −
運 輸 業 、 郵 便 業 − 0 0 0 − − − − 0 0 − −
卸 売 業 、 小 売 業 84 88 88 87 − − 84 88 88 87 − −
金 融 業 、 保 険 業 − − − − − − − − − − − −
不 動 産 業 − − − − − − − − − − − −
物 品 賃 貸 業 − − − − − − − − − − − −
学術研究・専門・技術サービス業 − − − − − − − − − − − −
宿 泊 業 211 214 214 213 − 2 211 212 214 213 − −
飲 食 業 − − − 14 − − − − − 14 − −
生活関連サービス業・娯楽業 − − − − − − − − − − − −
教 育 ・ 学 習 支 援 業 − − − − − − − − − − − −
医 療 ・ 福 祉 − − − 0 − − − − − 0 − −
そ の 他 の サ ー ビ ス 29 26 26 47 1 27 26 26 47 − −
そ の 他 の 産 業 − − − − − − − − − − − −
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 − − − − − − − − − − − −
個 　 　 　 人 54 52 52 52 0 13 56 38 52 52 −

合　　　計 493 483 483 505 10 16 482 467 483 505 − −

　ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等 �（単位：百万円）

健康職場おすすめプラン表彰式
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⑷　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当ございません。
⑸　証券化エクスポージャーに関する事項
　イ．オリジネ一夕ーの場合
　　該当ございません。
　ロ．投資家の場合
　　該当ございません。
⑹　出資等エクスポージャーに関する事項
　イ．貸借対照表計上額及び時価等

　ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
　　該当ございません。
　ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
　　該当ございません。
　ニ．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　該当ございません。
⑺　金利リスクに関する事項

区　　　　　　分 2020年度 2021年度
貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

非 上 場 株 式 等 15 − 15 −
出資等エクスポージャーのうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記載しております。

⑶　信用リスク削減手法に関する事項
　　　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
� 信用リスク削減手法
ポートフォリオ�

適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ
2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 463 433 － － － －
①　ソブリン向け 1 1 － － － －
②　金融機関向け − − － － － －
③　法人等向け 176 162 － － － －
④　中小企業等・個人向け 243 236 － － － －
⑤　抵当権付住宅ローン 41 33 － － － －
⑥　不動産取得等事業向け − − － － － －
⑦　三月以上延滞等 − − － － － －
⑧　出資金等 − − － － － －
　　　出資等のエクスポージャー − − － － － －
　　　重要な出資のエクスポージャー − − － － － －
⑨その他 − − － － － －

（注）　１.　当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。	
　　　２�．上記「保証」には、告示（2006年度金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエク

スポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

� （単位：百万円）

� （単位：百万円）

銀行勘定の金利リスク　（通称：ＩＲＲＢB）

項番 △ＥＶＥ（経済価値の変動） △NＩＩ（期間収益の変動）
2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

1 上方パラレルシフト 168 725 0 0
2 下方パラレルシフト 0 0 0 0
3 スティーブ化 267 830
4 フラット化 0 0
5 短期金利上昇 0 17
6 短期金利低下 0 0
7 最大値 267 830 0 0

2020年度 2021年度
8 自己資本の額 2,360 2,409

（注）�　１．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
　　　２�．「金利リスクに関する事項」については、2019年度金融庁告示第3号（2019年2月18日）による改正により、2019年3月末から△EVEを開示し

ております。また2020年3月から△NIIを開示することとなりました。
　　　　※�△EVEとは、IRRBBのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測され、開示告示に定められた金利ショックにより計算される

ものをいいます。
　　　　※�△NIIとは、IRRBBのうち、金利ショックに対する算出基準日から12 ヵ月を経過する日までの間の金利収益の減少として計測されるものであっ

て、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。"					   
　　　３．開示告示に基づく定量的開示の対象となる△EVEおよび△NIIに関する事項は以下の通りです。
　　　　（1）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
　　　　（2）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　　　　（3）流動性預金への満期の割り当て方法は、金融庁が定める保守的な前提を用いています。
　　　　（4）固定金利貸出の期限前償還および定期預金の期限前解約は、金融庁が定める保守的な前提を用いています。
　　　　（5）IRRBBの算出にあたり、通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。
　　　　（6）IRRBBの算出にあたり、割引金利にスプレッドを考慮していません。
　　　　（7）内部モデルは使用していません。
　　　　（8）自己資本比率や有価証券の含み損益、その他の指標等を鑑みて、健全性について問題ありません。
　　　４．△EVE以外の金利リスクを計測する場合の金利ショックについては、パーセントタイル値を用いて算出しています。			 
		

� （単位：百万円）
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主要な経営指標の推移

区　　分 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

経 常 収 益 643,591 619,001 596,089 582,756 611,195 619,890 653,576
経 常 利 益 124,217 85,074 105,918 77,996 108,398 116,697 71,134
当 期 純 利 益 123,676 84,818 103,283 77,047 107,796 116,697 71,409
預 金 積 金 残 高 30,399,895 30,613,330 29,914,075 30,266,906 30,375,253 30,620,003 31,247,328
貸 出 金 残 高 15,929,821 15,844,072 14,997,912 15,265,708 16,141,004 16,743,480 16,786,371
有 価 証 券 残 高 2,906,786 3,159,401 3,241,842 2,433,600 2,864,756 3,480,202 2,916,515
総 資 産 額 32,052,351 32,366,382 31,832,436 32,223,344 32,565,043 34,947,059 36,406,155
純 資 産 額 1,471,900 1,583,955 1,742,837 1,809,844 2,008,109 2,137,564 2,151,481
自 己 資 本 比 率（ 単 体 ） 11.21% 11.78% 12.80% 12.74% 12.13% 11.63% 11.82%
出 資 総 額 397,173 398,737 404,949 412,466 415,829 414,307 413,676
出 資 口 数 397,173口 398,737口 404,949口 412,466口 415,829口 414,307口 413,676口
出 資 に 対 す る 配 当 金 16,084 11,955 12,020 12,203 12,479 12,415 12,393
職 員 数 45 45 45 43 46 45 46

区　　分 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

経 常 収 益 634,078 647,190 646,130 600,777 629,907
経 常 利 益 117,249 168,557 124,924 95,920 106,867
当 期 純 利 益 95,432 142,699 82,622 70,807 66,083
預 金 積 金 残 高 32,524,962 33,770,205 36,038,332 36,698,175 37,349,163
貸 出 金 残 高 16,421,391 17,496,884 17,918,861 20,958,035 20,576,742
有 価 証 券 残 高 3,669,440 3,575,118 4,392,946 5,872,389 6,860,185
総 資 産 額 37,756,465 39,161,562 39,240,982 40,146,842 40,747,597
純 資 産 額 2,220,455 2,365,364 2,204,293 2,493,022 2,453,395
自 己 資 本 比 率（ 単 体 ） 11.89% 11.97% 11.47% 12.59% 12.44%
出 資 総 額 413,026 412,592 406,303 402,603 399,768
出 資 口 数 413,026口 412,592口 406,303口 402,603口 399,768口
出 資 に 対 す る 配 当 金 12,353 20,591 12,197 12,057 11,996
職 員 数 43 45 45 45 46

（注）　１．残高係数は、期末日現在を記載。なお、総資産額には、債務保証見返りを含めておりません。
　　　２．自己資本比率（単体）は、2006年金融庁告示第22号により算出しております。なお、当組合は関連会社等の保有はありません。

�（単位：千円）

◆ 資金運用勘定・調達勘定の平均残高

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利　回

資 金 運 用 勘 定 2020年度  39,288  567  1.44 
2021年度  40,679  578  1.42 

う ち 貸 出 金 2020年度  19,402  445  2.29 
2021年度  20,998  447  2.13 

う ち 預 け 金 2020年度  14,653  16  0.11 
2021年度  13,621  13  0.10 

うち金融機関
貸 付 等

2020年度  −  −  − 
2021年度  −  −  − 

うち有価証券 2020年度  5,056  100  1.98 
2021年度  5,927  106  1.79 

資 金 調 達 勘 定 2020年度  37,918  10  0.02 
2021年度  38,797  9  0.02 

うち預金積金 2020年度  36,707  11  0.03 
2021年度  38,064  10  0.02 

う ち 借 用 金 2020年度  1,181 ▲ 1 ▲0.05
2021年度  700 ▲ 1 ▲0.10

� （単位：百万円、％）

 ◆ 主要な経営指標の推移

◆ オフバランス取引の状況

項　　　　目
2020年度 2021年度

契 約 金 額
想定元本額 与信相当額 契 約 金 額

想定元本額 与信相当額

金 利 ス ワ ッ プ
通 貨 ス ワ ッ プ
先物外国為替取引 　
金利オプション（買）
通貨オプション（買）
その他金融派生商品

合　　計
（注）　当組合は、現在取引を行っておりません。

� （単位：百万円）

（注）　当組合は、現在取引を行っておりません。

� （単位：百万円）
◆ 先物取引の時価情報

区　　　　分 2020年度 2021年度
契約額 時価 差損益 契約額 時価 差損益

金利 売建
買建

債券 売建
買建

合計 売建
買建

差引計
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（注）　業務粗利益率=業務粗利益/資金運用勘定平均残高×100

◆ 粗利益

科　　　　目 2020年度 2021年度
資 金 運 用 収 益  567,412  578,012 
資 金 調 達 費 用  10,813  9,627 

資 金 運 用 収 支  556,599  568,385 
役 務 取 引 等 収 益  31,215  29,059 
役 務 取 引 等 費 用  24,975  22,692 

役 務 取 引 等 収 支 6,240 6,367
そ の 他 業 務 収 益  1,940  4,284 
そ の 他 業 務 費 用  96  3 

そ の 他 業 務 収 支 1,844 4,281
業 務 粗 利 益  564,681  579,032 
業 務 粗 利 益 率 1.43% 1.42%

� （単位：千円）
◆ 経費の内訳

科　　　　目 2020年度 2021年度
人 件 費  272,585  266,063 

報 酬 給 料 手 当  215,562  219,472 
賞 与 引 当 金 純 繰 入 額 5,946 ▲ 980
退 職 給 付 費 用  19,927  14,683 
社 会 保 険 料 等  31,149  32,888 

物 件 費  171,160  179,953 
事 務 費  85,676  93,969 
固 定 資 産 費  27,237  23,624 
事 業 費  20,893  17,310 
人 事 厚 生 費  3,324  3,165 
預 金 保 険 料  12,113  10,801 
固 定 資 産 償 却  21,914  31,082 

税 金  5,242  5,098 
合　　　　計  448,988  451,115 

�（単位：千円）

◆ 役務取引の状況

科　　　　目 2020年度 2021年度
役 務 取 引 等 収 益  31,215  29,059 

受 入 為 替 手 数 料  16,216  14,060 
そ の 他 の 受 入 手 数 料  14,987  14,981 
その他の役務取引等収益  12  17 

役 務 取 引 等 費 用  24,975  22,692 
支 払 為 替 手 数 料  9,689  8,494 
そ の 他 の 支 払 手 数 料  4,995  4,466 
その他の役務取引等費用  10,290  9,731 

�（単位：千円）

◆ その他業務収益の内訳

科　　　　目 2020年度 2021年度
外 国 為 替 売 買 益  −  − 
商 品 有 価 証 券 売買益  −  − 
国 債 等 債 券 売 却 益  −  − 
国 債 等 債 券 償 還 益  −  − 
そ の 他 の 業 務 収 益  1,940    4,284  

合　　　　　　計  1,940   4,284  

�（単位：千円）

◆ 受取利息及び支払利息の増減

項　　　　目 2020年度 2021年度
受 取 利 息 の 増 減 ▲ 44,608 10,788
支 払 利 息 の 増 減 ▲ 7,297 ▲ 3,562

�（単位：千円）

（注）　１�．有価証券、金銭の信託は、上場有価証券については決算日の時価、 
非上場有価証券については価格等の算定が可能なもの（店頭売買
有価証券については証券業協会が公表する売買価格等、公募債権
については証券業協会が公表する公社債店頭気配表に掲載されて
いる銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益
証券については基準価格）については時価相当額、その他のもの
は帳簿価格です。

　　　２�．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に
関する法律施行規則第41条第1項第5号に掲げる取引（金融先物
取引、先物外国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組合
わせた商品です。

◆ �有価証券、金銭の信託等の取得価格又は契
約価格、  時価及び評価損益

種　　　　類 年　度 取得価格
（A）

時  価
 （B）

評価損益
（B）ー（A）

有 価 証 券
2020年度  5,615  5,895 280 
2021年度  6,728  6,843 114 

金 銭 の 信 託
2020年度
2021年度

デリバティブ
等 商 品

2020年度
2021年度

� （単位：百万円）

◆ 一店舗当たりの預金及び貸出金残高

区　　　　分 2020年度 2021年度
１店舗当たりの預金残高 7,339 7,469
１店舗当たりの貸出金残高 4,191 4,115

� （単位：百万円）

◆ 職員１人あたりの預金及び貸出金残高

区　　　　分 2020年度 2021年度
職員１人当たりの預金残高 815 811
職員１人当たりの貸出金残高 465 447

� （単位：百万円）

◆ 預貸率および預証率

区　　　　分 2020年度 2021年度

預 貸 率
期 末 残 高 57.10 55.09
期 中 平 残 52.85 55.16

預 証 率
期 末 残 高 16.00 18.36
期 中 平 残 13.77 15.57

� （単位：％）

◆ 総資金利鞘等

区　　　　分 2020年度 2021年度
資 金 運 用 利 回（ A ） 1.44 1.42
資 金 調 達 原 価 率（ B ） 1.21 1.18
総 資 金 利 鞘（A−B） 0.23 0.24

�（単位：％）

◆ 総資産利益率

区　　　　分 2020年度 2021年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.23 0.25
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.17 0.15

（注）�　総資産経常（当期純）利益率=経常（当期純）利益/総資産（債務
保証見返を除く）平均残高×100

�（単位：％）

◆ 業務純益

項　　　　目 2020年度 2021年度
業 務 純 益  102,299  131,049 
実 質 業 務 純 益  115,693  127,917 
コ ア 業 務 純 益  115,693  127,917 
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約益を除く）  101,886  122,447 

�（単位：千円）

※業務純益＝業務収益−業務費用				 
※実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額		
※コア業務純益＝実質業務純−国債等債権損益		
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資金運用

資金調達

◆ 貸出金種類別平均残高
� （単位：百万円、％）

科　　　　目 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

割 引 手 形  34 0.18  17 0.08
手 形 貸 付  1,407 7.25  1,564 7.45
証 書 貸 付  16,731 86.23  18,229 86.81
当 座 貸 越  1,228 6.33  1,187 5.65
合　　　　計  19,402 100.00  20,998 100.00

◆ 貸出金使途別残高
� （単位：百万円、％）

区　　　　分 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

運 転 資 金  11,132 53.12  11,061 53.76
設 備 資 金  9,825 46.88  9,515 46.24
合　　　　計  20,958 100.00  20,576 100.00

◆ 消費者ローン・住宅ローン残高
� （単位：百万円、％）

区　　　　分 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

消 費 者 ロ ー ン  1,532 32.00  1,454 32.58
住 宅 ロ ー ン  3,255 68.00  3,008 67.40
合　　　　計  4,787 100.00  4,463 100.00

◆ 貸出金金利区分別残高
� （単位：百万円、％）

項　　　　目 2020年度 2021年度
金   額 構成比 金   額 構成比

固 定 金 利 貸 出  10,336 55.86  9,840 55.57
変 動 金 利 貸 出  8,168 44.14  7,866 44.43
合　　　　計  18,505 100.00  17,706 100.00

◆ 有価証券種類別平均残高	
� （単位：百万円、％）

区　　　　分 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

国 債  2,033 40.21  2,567 43.31
地 方 債 − − − −
短 期 社 債 − − − −
社 債 785 15.53 803 13.55
株 式  94 1.86  213 3.59
外 国 証 券  946 18.71  1,000 16.87
そ の 他 の 証 券  1,196 23.66  1,342 22.64
合　　　　計  5,056 100.00  5,927 100.00

（注）　当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

◆ 有価証券種類別残存期間別残高
� （単位：百万円）

区　　　    　　分 １年以内 1年超 
５年以内

５年超 
10年以内 10年超

国 債 2020年度  −  200  500  1,800 
2021年度  200  −  600  2,100 

地 方 債 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

短 期 社 債 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

社 債 2020年度  −  −  500  300 
2021年度  −  100  400  300 

株 式 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

外 国 証 券 2020年度  −  100  −  900 
2021年度  −  100  −  900 

その他の証券 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

合　　　計 2020年度  −  300  1,000  3,000 
2021年度  200  200  1,000  3,300 

（注）　残高には「期間の定めのないもの」は含まれておりません。

◆ 定期預金種類別残高
� （単位：百万円）

区　　　　分 2020年度 2021年度
固 定 金 利 定 期 預 金 18,556 18,296
変 動 金 利 定 期 預 金 47 47
そ の 他 の 定 期 預 金 563 545

合              計 19,167 18,889

◆ 財形貯蓄預金残高
� （単位：百万円）

項　　　　　　目 2020年度 2021年度
財 形 貯 蓄 残 高 23 23

◆ 2021年度  預金科目別構成グラフ

18,889

1,241
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◆ 預金種目別平均残高
� （単位：百万円、％）

科　　　目 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

流 動 性 預 金  15,548 42.36  17,146 45.91 
定 期 性 預 金  21,114 57.52  20,130 53.90 
譲 渡 性 預 金  − −  − −
そ の 他 の 預 金  44 0.12  72 0.19 
合　　　　計  36,707 100.00  37,349 100.00 

◆ 預金者別預金残高
� （単位：百万円、％）

区　　　　分 2020年度 2021年度
金   額 構成比 金   額 構成比

個 人  29,129 79.37  29,838 79.89 
法 人  7,568 20.62  7,510 20.11 

一 般 法 人  5,983 16.30  5,982 16.02 
金 融 機 関 − − − −
公 金  1,584 4.32  1,528 4.09 

合　　　　計  36,698 100.00  37,349 100.00 
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◆ 貸出金業種別残高・構成比
� （単位：百万円、％）

業　　　   種　 　  　別 2020年度 2021年度
金　額 構成比 金　額 構成比

製 造 業  1,665 7.94  1,611 7.83
農 業 ・ 林 業  884 4.22  1,027 4.99
漁 業  9 0.04  8 0.04
鉱業・採石業・砂利採取業  −  −  −  − 
建 設 業 1,487 7.10 1,316 6.40
電気・ガス・熱供給・水道業 91 0.43 77 0.37
情 報 通 信 業 110 0.52 110 0.53
運 輸 業 ・ 郵 便 業 422 2.01 445 2.16
卸 売 業  ・  小 売 業 2,636 12.58 2,624 12.75
金 融 業 ・ 保 険 業 334 1.59 333 1.62
不 動 産 業 24 0.11 56 0.27
物 品 賃 貸 業 25 0.12 23 0.11
学術研究・専門・技術サービス業 43 0.21 65 0.32
宿 泊 業 1,100 5.25 1,209 5.88
飲 食 業 746 3.56 814 3.96
生活関連サービス業・娯楽業 212 1.01 209 1.02
教 育 ・ 学 習 支 援 業  7 0.03  179 0.87
医 療 ・ 福 祉 160 0.76 137 0.67
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,634 7.80 1,645 7.99
そ の 他 の 産 業 81 0.39 87 0.42
小 計  11,679 55.73  11,982 58.23
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等  3,456 16.49  3,042 14.78
個人（住宅・消費・納税資金等）  5,822 27.78  5,551 26.98

合　　　　　計  20,958 100.00  20,576 100.00

◆ 貸倒引当金の内訳
� （単位：百万円）

区　　　　分 2020年度 2021年度
金　額 増 減 額 金　額 増 減 額

一 般 貸 倒 引 当 金  66 13  63 ▲ 3
個 別 貸 倒 引 当 金  483 ▲ 10  505 22

合　　　　計  550 4  569 19

◆ 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額
� （単位：百万円、％）

区　　　　　分 金　額 構成比 債務保証見返額 構成比
当 組 合
預 金 積 金

2020年度  367  1.75  −  − 
2021年度  367  1.78  −  − 

有 価 証 券 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

動 産 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

不 動 産 2020年度  8,160  38.94  29  80.56 
2021年度  7,876  38.28  29  70.73 

そ の 他 2020年度  −  −  −  − 
2021年度  −  −  −  − 

小　　計 2020年度  8,528  40.69  29  80.56 
2021年度  8,244  40.07  29  70.73 

信用保証協会
・ 信 用 保 険

2020年度  2,104  10.04  1  2.78 
2021年度  2,257  10.97  1  2.44 

保 証 2020年度  4,962  23.68  3  8.33 
2021年度  5,029  24.44  3  7.32 

信 用 2020年度  5,362  25.58  2  5.56 
2021年度  5,044  24.51  7  17.07 

合　　計 2020年度  20,958  100.00  36 100.00 
2021年度  20,576  100.00  41 100.00 

◆ 貸出金償却
� （単位：百万円）

項　　　目 2020年度 2021年度
貸 出 金 償 却 額 － －

　リスク管理債権は、1998年に施行された「金融システム改革法」に基づいて1999年3月期より開示しております｡

　作成に当っては、貸出資産の自己査定の債務者区分を基準として集計しており、「自己査定による債務者区分」と「金融再生法

に準じた債権区分」及び「金融システム改革法に基づくリスク管理債権｣ の関係を一覧表にして表記いたしましたのでご参照くだ

さい｡

※　その他債権とは､ 当該債務者に対する未収利息・仮払金・債務保証見返等の債権をいいます｡

◆ リスク管理債権及び金融再生法開示債権の状況

自己査定による
債務者区分

金融再生法に準じた債権区分
（貸出金とその他債権を合算しております）

金融システム改革法に
基づくリスク管理債権

自己査定の
分類区分の範囲 当組合償却引当概要

（貸　出　金） ※（その他債権） （貸　出　金　の　み） Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

破 綻 先 破綻更生債権及び
これらに準ずる債権 同　　左

破 綻 先 債 権
〇 〇 〇 〇 Ⅲ・Ⅳ分類に対して

100％の引当実 質 破 綻 先

延 滞 債 権
破 綻 懸 念 先 危 険 債 権 同　　左 〇 〇 〇 − Ⅲ分類に対する毀損率

により算出し引当

要

注

意

先

要管理債権 要 管 理 債 権
３ か 月 以 上 延 滞 債 権

〇 〇 − − 債権額に対する毀損率
により算出し引当貸 出 条 件 緩 和 債 権

そ の 他 の
要 注 意 先 正　常　債　権

〇 〇 − − 債権額に対する毀損率
により今後１年間の予
想損失額を算出引当正 常 先 〇 − − − 

Ⅰ．自己査定と金融再生法に基づく開示債権並びに管理債権との関係
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（注）　１�．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら
に準ずる債権です。	

　　　２�．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取りができない可能性の高い債権です。	

　　　３�．「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。	
　　　４�．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、「危険債権｣、「要管理債権」

以外の債権です。	
　　　５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。	
　　　６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。	

Ⅲ．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額の状況
　2022年3月末� （単位：千円）

区　　　分 年度別 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）／（A）

貸倒引当金引当率
（C）／（AーB）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

2020年度  68,069  18,623  49,446  68,069 100.00% 100.00% 
2021年度  109,288  38,021  71,266  109,288 100.00% 100.00% 

危 険 債 権 2020年度  664,942  218,214  434,233  652,448 98.12% 97.20% 
2021年度  652,958  211,164  434,171  645,335 98.83% 98.27% 

要 管 理 債 権 2020年度  420,237  88,712  45,547  134,259 31.95% 13.74% 
2021年度  364,512  83,687  41,160  124,847 34.25% 14.66% 

不良債権計 2020年度  1,153,249  325,549  529,227  854,777 74.12% 63.94% 
2021年度  1,126,759  332,872  546,598  879,471 78.05% 68.85% 

正 常 債 権 2020年度  19,873,993 
2021年度  19,530,376 

合　　　計 2020年度  21,027,242 
2021年度  20,657,135 

Ⅳ．自己査定による総与信の債務者区分に基づく各債権額の詳細及び引当金内訳
　2022年3月末� （単位：千円）

債務者区分別債権 Ⅰ分類額 Ⅱ分類額 Ⅲ分類額 Ⅳ分類額 債務者区分計 一般・個別
貸倒引当金

① 破 綻 先 債 権 額  −  −  −  4,850  4,850  4,850 
② 実 質 破 綻 先 債 権 額  6,253  31,768  2,478  63,937  104,437  66,415 
③ 破 綻 懸 念 先 債 権 額  68,927  142,237  441,794  −  652,958  434,171 

④ 要注
意先

要 管 理 先 債 権 額  62,638  364,689  −  −  427,328  41,160 
その他要注意先債権額  562,038  2,391,067  −  −  2,953,106  11,103 

⑤ 正 常 先 債 権 額  16,514,453  −  −  −  16,514,453  11,315 
総　与　信　額  17,214,310  2,929,763  444,272  68,788  20,657,135  569,017 

Ⅱ．「リスク管理債権および同債権に対する保全額の状況」
　2022年3月末� （単位：千円）

※　リスク管理債権については、総与信（貸出金等関連する債権）のうち貸出金のみを算出し表記したものです｡
（注）　１�．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本又は利息の取立又は弁済の見込みが無

いものとして未収利息計上しなかった貸出金（貸出償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第
96条第1項第3号のイ.会社更生法等の規定による更正手続開始の申立てのあった債務者、ロ.民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあっ
た債務者、ハ.破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、二.商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ.手
形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

　　　２�．「延滞債権」とは、上記1.及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として、利息の支払を猶予したもの
以外の未収利息不計上貸出金です。

　　　３�．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金（上記1.および2.を除く）です。
　　　４�．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債

務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記1.~3.を除く）です。
　　　５�．「担保・保証等（B）」は、「リスク管理債権総額（A）」における自己査定に基づく担保の処分可能見込み額及び保証による回収が可能と認めら

れる額です。
　　　６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

区　　　　　　　　分 貸出残高（Ａ） 担保・保証（Ｂ） 貸倒引当金（Ｃ） 保全率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

破 綻 先 債 権 2020年度  19,653  −  19,653 100.00％
2021年度  4,850  −  4,850 100.00％

延 滞 債 権 2020年度  713,358  236,837  464,027 98.25％
2021年度  757,395  249,185  500,586 98.99％

3か月以上延滞債権 2020年度  −  −  −  −
2021年度  −  −  −  −

貸出条件緩和債権 2020年度  420,237  88,712  45,547 31.95％
2021年度  364,512  83,687  41,160 34.25％

合　　　　計 2020年度  1,153,249  325,549  529,227 74.12％
2021年度  1,126,759  332,872  546,598 78.05％
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その他の業務
◆ 代理業務貸付残高の内訳
� （単位：千円、％）

区　　　　　　　　  分
2020年度末 2021年度末

金　額 構成比 金　額 構成比
全 国 信 用 組 合 連 合 会 5,781 2.09 5,178 1.86 
商 工 組 合 中 央 金 庫 − − − −
日 本 政 策 金 融 公 庫 190,092

68.68 
217,307

77.90 （ う ち 教 育 ロ ー ン ） （9,145） （7,338）
（ う ち 農 林 水 産 事 業 ） （180,947） （209,969）
独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構 78,138 28.23 53,884 19.32 
独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 203 0.07 41 0.01 
独立行政法人中小企業基盤整備機構 2,550 0.92 2,550 0.91 
そ の 他 − − − −

合　　　　　　　　計 276,766 100.00 278,962 100.00 

■内国為替取扱実績
� （単位:百万円）

区　　　　　　　　分
2020年度末 2021年度末

件　数 金　額 件　数 金　額

送 金 ･ 振 込
他の金融機関向け 25,631 17,176 27,018 12,486
他の金融機関から 45,056 16,819 44,710 14,855

代 金 取 立
他の金融機関向け 463 401 504 259
他の金融機関から 1,448 1,301 1,155 1,270

◆ 主要な業務の内容
A　預金業務
　�　当座預金、普通預金、決済用預金、貯蓄預金、通知預金、

定期預金、定期積金、納税準備預金等を取扱っております｡ ま
た、譲渡可能な定期預金（譲渡性預金）も取扱っております｡

B　貸出業務
　�　手形貸付、証書貸付、及び当座貸越（カードローン含む）、

商業手形等の割引を取扱っております｡
C　有価証券投資業務
　�　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、

株式､ その他の証券に投資しております｡
D　内国為替業務
　　送金為替､ 普通振込及び代金取立等を取扱っております｡
E　付帯業務
　①　債務の保証業務
　②　有価証券の貸付業務
　③　国債等の引受け

　④　代理業務
　　イ．日本政策金融公庫の代理貸付
　　ロ．商工組合中央金庫の代理貸付
　　ハ．独立行政法人住宅金融支援機構の代理貸付
　　ニ．独立行政法人中小企業基盤整備機構の代理貸付
　　ホ．独立行政法人勤労者退職金共済機構の代理貸付
　　ヘ�．自動車損害賠償責任保険料収納及び保険金支払業務の

代理
　　ト．地方公共団体の公金取扱業務
　　チ�．株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理

業務
　⑤�　次に掲げる者の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣の定

めるものに限る）
　　　全国信用協同組合連合会
　⑥　有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
　⑦　住宅ローンに関連する火災保険の窓販業務

■各種サービス手数料一覧
●内国為替・振込手数料

種　　　　類 手　　　数　　　料

窓口またはATMご利用の場合
窓　　　　口 A　　T　　M

非組合員の方 組合員の方
キャッシュカードによる振込 現金による 

振込
他行カード 

振込非組合員の方 組合員の方

当 組 合 宛
当組合同一店宛

５万円未満 110円

無　料

無　料

無　料

無　料 無　料
５万円以上 330円 220円 220円 220円

当組合本支店宛
５万円未満 220円 110円 110円 110円
５万円以上 440円 330円 330円 330円

他 行 宛 電 信 扱 い
５万円未満 660円 440円 440円 220円 440円 550円
５万円以上 880円 660円 660円 440円 660円 770円

※定額自動送金は、ＡＴＭ振込の手数料に準じます。

手
数
料
一
覧

�（2021年11月22日改訂）
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●内国為替・取立手数料
種　　　　　　　類 手　数　料

取
立
手
数
料

当組合本支店所在の手形交換地域内の場合 220円
当組合加盟の異なる
手形交換所のもの

普通扱い 660円
至急扱い 880円

当組合支払場所で本支店宛 220円
当組合支払場所で同一店内 無　料

●キャッシュサービスご利用手数料

●個人情報開示請求手数料

●両替・硬貨取扱手数料

種　　　　　　　類 手　数　料
個人情報開示請求依頼 無　料

種　　　　　　　類　　 手　数　料
非組合員の方 組合員の方

硬貨両替・硬貨指定払出・硬貨入金 硬貨合計枚数51枚以上 1,100円 無　料

●各種発行手数料

種　　　　　　　類 手数料

各

種

発

行

手

数

料

手形・小切手帳
交   付   手   数   料

小 切 手 帳 1冊（50枚） 660円
約 束 手 形 帳 1冊（25枚） 330円
為 替 手 形 帳 1冊（25枚） 330円
マル専手形用紙 1枚 550円

自己宛小切手発行手数料 1枚 550円
通帳・証書・キャッシュカード・
ローンカードの再発行 ※ 1,100円

預金残高証明書 1通につき 550円融資残高証明書
住宅取得に係る借入金の年末残高証明書 無　料
融資証明書 1通につき 3,300円
利息証明書 1通につき 550円

※�紛失・盗難・汚損（カードについては暗証番号忘れも含む）が対象となります。

平
日

ご利用カード 午前8：00から午前8：45まで 午前8：45から午後6：00まで 午後6：00から午後7：00まで 午後7：00から午後8：00まで
お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金

当 組 合 無料 無料 無料 無料 110円 無料 110円 無料
※�しんくみお得ねっと 110円 無料 110円 110円
※�提 携 金 融 機 関 110円 110円 110円 110円 110円 110円 110円
※�ゆ う ち ょ 銀 行 110円 110円 110円 110円 110円 110円
キ ャ ッ シ ン グ 無料 無料 110円

セ ブ ン 銀 行

午前7：00から午前8：45まで
110円 110円

午前8：45から午後6：00まで 午後6：00から午後7：00まで 午後7：00から午後8：00まで 午後8：00から午後10：00まで
無料 無料 110円 110円 110円 110円 110円 110円

土
曜
日

ご利用カード 午前8：00から午後2：00まで 午後2：00から午後5：00まで 午後5：00から午後8：00まで
お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金

当 組 合 無料 無料 110円 無料 110円 無料
※�しんくみお得ねっと 無料 110円
※�提 携 金 融 機 関 110円 110円 110円 110円
※�ゆ う ち ょ 銀 行 110円 110円 110円 110円
キ ャ ッ シ ン グ 無料 110円

セ ブ ン 銀 行

午前8：00から午前9：00まで
110円 110円

午前9：00から午後2：00まで 午後2：00から午後5：00まで 午後5：00から午後7：00まで
無料 無料 110円 110円 110円 110円

日
曜
祝
日

ご利用カード 午前8：00から午後5：00まで 午後5：00から午後8：00まで
お引出し お預入れ 相互入金 お引出し お預入れ 相互入金

当 組 合 110円 無料 110円 無料
※�しんくみお得ねっと 110円
※�提 携 金 融 機 関 110円 110円
※�ゆ う ち ょ 銀 行 110円 110円
キ ャ ッ シ ン グ 110円

セ ブ ン 銀 行 午前8：00から午後5：00まで 午後5：00から午後7：00まで
110円 110円 110円 110円

※「提携金融機関」ならびに「ゆうちょ銀行」は、土曜・祝祭日のＡＴＭでのご利用開始時間が午前9：00からとなります。
※「相互入金」は全国の信用組合、第二地方銀行、信用金庫、労働金庫で相互に入金業務に関する契約を締結している金融機関で取扱いができます。
※「しんくみお得ねっと」の表示のある提携信用組合ＡＴＭでのお引出しは、上記サービス時間内の利用手数料は無料となります。
※    の時間帯はお取扱いできません。

※①　担保設定の伴わない住宅ローンについては無料とします。
※②�　一債務者で同一融資案件に基づく場合は、担保設定が複数でも１案

件分の手数料になります。地方公共事業によって発生する一部解除は
無料とします。

※③　小口消費者ローンの一部・全部繰上返済は無料とします。

●融資関連手数料

種　　　　　　　　　類 手　数　料

融
資
関
連
手
数
料

カードローン口座開設手数料
（第１回目のご利用返済時に自動引落し） 無　料

住宅ローン取扱手数料� ※①
根・抵当権設定 33,000円
全国保証（株）保証付 55,000円

不動産担保
設定手数料
※②�

不動産担保新規・追加・譲渡設定 22,000円
不動産担保一部解除・極度額変更
順位変更・債務者変更等 11,000円

融資条件変
更手数料　
※③�

一部繰上・全部繰入返済
債務者・保証人の変更・脱退
金利・融資期間変更等

5,500円

住宅ローン繰上返済手数料　（全部繰上） 5,500円
支払承諾保証書 保証額×0.9％

●その他手数料

種　　　　　　　類 手　数　料

そ　
　

の　
　

他

ATM延長時間帯利用手数料 1回につき 110円
ATM銀行間利用手数料 1回につき 110円
県内しんくみカード利用平常日・通常時間手数料 無　料
マル専口座開設手数料（割賦販売通知書1通） 1口座につき 3,300円
不渡手形返却料

1通につき 660円取立手形・小切手組戻料
振込組戻料
取引明細照会手数料（COM）　※ 1枚につき 220円

※取引明細照会作成は、概ね１ヶ月以上前のお取引明細を作成するものです。

手
数
料
一
覧
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①　総代会の仕組み、機能
　信用組合の運営のための最高議決機関は総会でありますが、
組合員数が多い場合は、これに代わる総代会の制度が認められ
ています。
　組合員の総数が200人を超える組合は、定款の定めるところ
により、総会に代わる総代会を設けることが出来ます。
　当組合も組合員総数1万人を超える信用組合であるために定
款の定めにより、総会に代わる総代会を開催しています。

②　総代の選出方法、任期と定数
　通常総代会は毎年6月に開催するほか、必要に応じて臨時総
代会を開催します。なお、総代会は組合員の代表である「総代」
で構成されております。
　組合員の代表である「総代」は、当組合の定款および総代選
挙規程の定めにより選出されます。
　組合員の選挙権は出資の額に関係なく、一人一票と決められ
ております。
　当組合の定款では、「総代」の任期は3年、「総代」の定数は
100人以上120人以内と定めています。
　なお、総代候補者（立候補者、（推薦を含む）の数が当該地
区における総代定数を超えない場合は、その候補者（立候補者

（推薦を含む）を当選者として投票は行っておりません。

当組合のガバナンス強化の取組
　当組合では、組合員の代表である総代の機能を強化し、組合
員の声を経営に反映させる仕組みを整備し、経営の情報開示の
充実と、総代地区会議等の活用により、その都度、組合員の声
を聞き、開かれた組合経営に努めてまいりました。
・当組合の具体的な取組実績

１．役員に関しての実績
１）2004年6月より「員外監事」を1名選任している
２）2005年6月より「常勤監事」を1名選任している
３�）2006年6月に「理事の定数」を12名から10名へ2名

削減している
４�）2009年6月より地区理事5名を職員外（総代）より選

出している
５�）2015年6月より「女性役員（非常勤監事）」を1名選

任している
２．総代に関しての実績

１）「総代地区会議」を年2回定期開催している
２）2006年6月に全国初の「女性総代」を誕生させた
３�）2006年11月、2009年6月、2011年11月に総代の研修

会を実施した
４�）2019年6月に「総代の定年制」を規定化、上限を
75歳とした

５�）2015年6月の総代選出にあたり構成を組合員構成比に
近付けた

６�）2018年6月の「総代の重任制限」を規約化、上限
を10回とした

７）通常総代会及び総代地区会議の出席率70％以上
３．その他の実績

１�）2004年4月より外部監査として「監査法人」を選任し
ている

２�）2011年11月に非常勤役員、総代、信栄会員への研修
会を実施した

３�）2015年7月に非常勤役員を全信中協主催の専門研修会
へ派遣した

�
③　通常総代会「決議事項」の報告
　2022年6月21日開催の「通常総代会」に当たっては「新型
コロナ対策」として「感染防止策」を確実に実施した中での開
催とし、下記のとおり決定されましたので、ご報告申し上げま
す。

記
第１号議案
　�　2021年度「第69期」剰余金処分案承認の件は、原案どお

り承認されました。
第２号議案　　　
　�　2022年度「第70期」事業計画及び収支予算決定の件は、

原案どおり承認されました。
第３号議案
　�　当組合「組合名称変更」に関する承認の件は、原案どおり

承認されました。
第４号議案
　�　当組合「営業地区変更」に関する承認の件は、原案どおり

承認されました。　
第５号議案
　�　当組合「定款」一部変更に関する承認の件は、原案どおり

承認されました。
第６号議案
　　組合員「除名」議決の件は、原案どおり承認されました。
第７号議案
　�　2022年度「理事および監事の報酬総額」決定の件は、そ

れぞれ次のとおり承認されました。
　１．理事報酬
　　　年間総額　34,000千円以内とする。（昨年34,000千円）
　　�　各理事の報酬額、支給時期、支給方法については理事会

に一任する。
　２．監事報酬
　　　年間総額　　9,000千円以内とする。（昨年　9,000千円）
　　�　各監事の報酬額、支給時期、支給方法については監事会

に一任する。
　３�．実支給については、2022年7月の報酬月額より、全役員

一斉に変更し、2023年6月まで同額にて適用するものとす
る。

第８号議案
　�　当組合「経営情報」開示の件として、次の項目についてご

説明いたしました。
　・「当組合の地域貢献事業」に関する件
　・「創業70周年記念事業」に関する件
　・「当組合の営業方針」理解のためのQ&Aに関する件
　・2022年度「行動計画」年間スケジュールに関する件

� 以　上　

総代および総代会の機能等について

総代会（最高意思決定機関）

組　　合　　員

総代選挙

総　　代

組
合
員
の
意
見
集
約 塩沢信用組合

⬆

⬆
出席

⬆
討議

⬆選出

⬆
立候補

⬆
推薦

 
出資・預金・融資など

 
組合経営の
意思決定

総　代　会
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総代様からのご意見等 回　　　　答

①�　職員60人体制に向けて現状の役職員数が何名で何年以内に実
現させる計画ですか？

②�　人件費が増加していないが今後の人材育成にかける費用はどの
ようにかける計画ですか？

③�　営業地区拡張で組合員数の増加が予想されるが、それに合わせ
て総代も増加するのですか？

①　現役職員数56人です。来期には60人体制になる予定です。

②�　人件費については来期にベースアップを計画しており、平均5％
の増加になる見込みです。人材育成についても研修、勉強会等を
業務時間内で行う形で費用をかけて実施しています。派遣研修も
他組合よりも多くの人数を派遣しています。

③�　組合員数の増加が見込まれますが、総代数については、100名
以上、120名以内の体制を継続していく予定です。

①�　退職者が出ていて残念だと思っています。現状はどうなってい
るのでしょうか？

②�　経営者として経営理念を考えているが、塩沢信用組合の経営理
念と実際を教えてください。

①�　昨年度末3名の退職者が出ました。一人は市役所、一人は基幹
病院へそれぞれ転職、もう一人は結婚して新潟市へ転居のため退
職となっています。事業計画にも明文化しておりますが、当組合
で育った職員が他企業などで地域貢献を果たしたい、違うところ
で活躍したいという職員は応援して送り出しています。また一度
巣立った職員でも、再度信組で働きたいとなれば受け入れるとい
う体制を実践しています。

②　地域に存在意義がある経営理念、経営方針が必要であると考え
ています。

①　�ピーターパン募金について2022年度の地域貢献事業ではなく、
2021年度ではないか？

②�　三方よしは、信組・組合員・地域という三方なのか？ 金融トリ
アージの三方というところは、信組・組合員・他金融機関という
ことになるのか？

①�　ご指摘頂いた通り、2021年度の実施事業ですので2022年度計
画からは削除致します。

②　三方よしについてはその通りです。

・�ネットバンキングの手続きについて振込日の「2営業日前」となっ
ていることに気が付かず、GWの時の給与振込について間に合わ
ず、窓口にて手続きを行った。来年の5月連休も同様のことが予
測されるので周知徹底を図ってほしい。

・�ネットバンキング利用者に対して、連休時の対応として「2営業日
前」の手続きを周知するように致します。

・�定款変更の日程について、ゆきぐに信用組合としての効力が生じ
るのはいつからなのか。

・�今回の総代会で正式議案としてから2023年9月19日に新名称とす
る申請を行い、2023年の6・7月くらいに認可承認を得て、2023
年9月19日、連休明けの火曜日からの変更となる予定です。

①�　JAの店舗縮小に伴い、塩沢信組が受け皿になる場面多くなる
と思うが、様々な会で口座開設をする際に、規約がないこともあ
ると思うが口座開設できるか。

②　通帳に摘要は入れられるか
③�　五日町観光協会、城内観光協会の賛助会員に塩沢信用組合に

なってもらいたい。
④�　地区総代会は会議だけであれば、昼間ではなく、夜に実施する

ことも検討してもらいたい。日中は仕事でどうしても忙しい。

①�　ケースバイケースで必要書類は変わりますので、まずは窓口に
ご相談頂ければご案内させていただきます。

②　入れられます。伝票にご記入ください。
③　前向きに検討させていただきます。

④　検討させていただきます。　

・�五日町支店のATMに行った際に杖をついたお客さんを見かけた。
お話をしたところ、以前五日町支店のATM入口のタイルで滑っ
た経験があると言っていた。各店舗の高齢者、バリアフリーに対
する環境はどうなっているか。また今後どのようにしていくつも
りか。

・�新しい店舗である本店と石打支店は対応済みです。古い店舗は現
状の設備でできることを実施しています。入口のタイルの件につ
いては現場の確認を行なったうえで検討致します。

①�　第四北越銀行は昼休み時間があるが、塩沢信用組合はない。と
てもありがたいことだが職員に負担がかからないようにしてもら
いたい。

②�　ATMコーナー内に次の人が待つ目印（足形）を設置してもらえ
るとありがたい。

③　年金受給者向けの見守り隊はどのような活動なのか。

①�　当組合は他行が昼休業を行う時間帯でも、全店が店舗職員全員
で協力しながら迅速な対応を心掛けております。職員個々の負担
感が出ないような体制で対応しています。

②　ATMコーナー内の足形設置については早急に対応致します。

③�　見守り隊については誕生月の皆様へプレゼントを持っていく中
で健康状態の確認や困りごとはないかの確認をしています。

・�組合員のメリットは周知されているが、組合員になるためにはど
うしたら良いかということが分からないため、周知すると良いと
思う。

・組合員の加入資格、条件等を店頭に掲示して周知致します。

・�店内の掲示板に取引先のチラシが貼ってあり、地域金融機関だと
感じるし良い取組みだと思う。

・�店内の掲示板は新聞折り込みチラシを見て、取引先の企業のＰＲ
の一助のためにチラシを貼っています。今後も継続していきます。

・�「ゆきぐに信用組合」への名称変更に合わせて、「小出郷支店」を
他の金融機関が使用していない「魚沼支店」に名称変更してはど
うか？

・参考と致します。

・経営塾、後継者育成塾のような企画をまた実施してほしい。 ・前向きに検討致します。

・�他の金融機関にない「就職応援フェア」等の取組みを実施されて
おり感心しています。

・�人材採用について引続き支援体制であり、課題等があったら各支
店へ声をかけて下さい、お手伝いいたします。

④ 2022年5月開催「総代地区会議」総代との意見交換まとめ
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⑤ 総代の構成比に関する情報開示

0 20 40 60 80 100

組合員

総　代 男性
（65.8％）

（％）

女性
（34.2％）

男性
（63.9％）

女性
（36.1％）

構成比

その他産業
5.9％

その他
サービス業
17.8％
宿泊業
14.4％

飲食業
5.1％

小売業
19.5％

卸売業
0.8％

建築業
3.4％

建設業
8.5％

農　業
9.3％

勤　人
8.5％

製造業
6.8％

●総代の男女別構成比

●総代の業種別構成比

0 20 40 60 80 100

総　代

組合員

30代（7.6％）20代（0.0％）

20代（2.0％）

40代
（20.3％）

50代
（21.2％）

60代以上
（50.9％）

30代（6.3％）

40代
（11.8％）

50代
（17.1％）

60代以上
（62.8％）

（％）

●総代の年代別構成比

協同組織の本来あるべき姿
組合員を代表する「総代」の機能発揮が
“本来のあるべき姿”
国内の協同組織金融機関では「初」の取組み
　2015年6月の総代選出より、総代の男女別構成比および年齢別構成比を検討

して改革に取組み、現在は組合員構成比とほぼ等しくなっています。（表のとおり）

また、業種別においては、特定の業種に偏らない構成比になっていることで、幅

広い意見をいただきガバナンスの強化を図っています。なお、2021年6月の総代

選出においても同様の取組みを実施しております。

� 以　上　

2022年6月21日　通常総代会
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⑥ 総代氏名

本　　店
地区総代
（36名）

石打支店
地区総代
（19名）

大 津 　 潔
（当選５回）

小野塚清一
（当選２回）

貝 瀬 一 恵
（当選６回）

貝 瀬 哲 男
（当選６回）

片 山 　 茂
（当選４回）

桑 原 保 夫
（当選７回）

上 村 　 迅
（当選３回）

上 村 忠 義
（当選５回）

桐 生 厚 義
（当選８回）

桑 原 　 博
（当選５回）

小 林 克 行
（当選３回）

菅 井 英 明
（当選５回）

鈴 木 伸 太
（当選３回）

鈴 木 美 穂
（当選５回）

髙橋ひろみ
（当選６回）

舘 野 彰 男
（当選２回）

田 村 　 暁
（当選５回）

髙 野 好 雄
（当選６回）

太 田 　 望
（当選２回）

石 坂 幸 子
（当選３回）

阿 部 浩 光
（当選６回）

阿 部 　 勝
（当選８回）

阿 部 春 子
（当選２回）

飯酒盃　敏
（当選６回）

石 坂 　 猛
（当選１回）

大 塚 　 洋
（当選１回）

貝 瀬 尊 子
（当選１回）

上 村 雄 大
（当選１回）

関 茂 真 一
（当選２回）

平 賀 　 淳
（当選２回）

矢 口 　 愛
（当選１回）

山 本 幸 子
（当選２回）

渡辺みさ子
（当選６回）

原 田 未 来
（当選１回）

原 澤 太 一
（当選１回）

笛 木 幸 久
（当選５回）

阿 部 　 淳
（当選１回）

本　　店
地区総代
（36名）

総代  117名
（2022年7月1日現在）
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阿 部 保 幸
（当選８回）

小野塚展子
（当選３回）

岸 野 悦 雄
（当選７回）

木 村 　 盛
（当選８回）

佐 藤 富 男
（当選５回）

石 井 知 美
（当選１回）

志 田 　 剛
（当選３回）

中 原 由 美
（当選１回）

石 田 　 衛
（当選５回）

櫻 井 厚 子
（当選４回）

羽 賀 謙 祐
（当選５回）

五日町支店
地区総代
（22名）

武 淵 和 昭
（当選３回）

田村こゆき
（当選２回）

中 澤 明 子
（当選５回）

中 澤 幸 子
（当選５回）

中 澤 好 夫
（当選５回）

南 雲 一 成
（当選３回）

野 口 敦 子
（当選２回）

林 　 秀 夫
（当選８回）

扇 子 啓 介
（当選１回）

西野敬太郎
（当選４回）

大 平 春 子
（当選５回）

塩 川 裕 紀
（当選３回）

高橋さつ子
（当選３回）

西 野 徳 光
（当選４回）

羽 吹 　 忍
（当選５回）

廣田加津子
（当選２回）

西野真美子
（当選２回）

松 原 美 鈴
（当選２回）

星野まち子
（当選６回）

八 木 健 二
（当選６回）

井 口 洋 一
（当選３回）

小 川 一 夫
（当選４回）

上 村 清 子
（当選６回）

桑原かなえ
（当選２回）

小 野 裕 子
（当選２回）

笠原貴美男
（当選４回）

星 野 冬 樹
（当選１回）

長 屋 英 喜
（当選１回）

三 輪 弥 生
（当選１回）
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津南支店
地区総代
（21名）

小出郷支店
地区総代
（19名）

籠 田 淑 子
（当選６回）

風 巻 良 夫
（当選６回）

風 巻 早 苗
（当選２回）

草 津 　 進
（当選８回）

粉 川 英 明
（当選３回）

薗 部 昌 代
（当選３回）

福 原 政 文
（当選８回）

山 田 芳 男
（当選４回）

今 井 　 満
（当選３回）

大 平 　 實
（当選４回）

高 橋 直 樹
（当選１回）

滝 沢 邦 夫
（当選２回）

月岡奈津子
（当選２回）

中 島 　 仁
（当選２回）

高 橋 久 子
（当選５回）

藤ノ木忠夫
（当選４回）

吉 野 　 徹
（当選７回）

村 山 　 壮
（当選５回）

宮 澤 　 清
（当選５回）

山 岸 麗 好
（当選２回）

石原友三郎
（当選５回）

横 山 恵 理
（当選２回）

本 田 節 子
（当選２回）

星 　 宗 兵
（当選３回）

星 　 伸 哉
（当選７回）

渡 辺 頼 敏
（当選５回）

櫻 井 一 枝
（当選４回）

佐 藤 文 音
（当選３回）

阪 西 充 子
（当選２回）

橘　美千子
（当選２回）

瀬 下 賢 一
（当選８回）

大 桃 崇 弘
（当選１回）

風 間 　 健
（当選５回）

小 島 成 之
（当選５回）

今井美津代
（当選１回）

島 田 福 徳
（当選１回）

杵 渕 　 豊
（当選１回）

桑 原 幸 子
（当選１回）

十 見 一 紀
（当選１回）

三 友 玲 央
（当選１回）
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◆職員出身者以外の理事の登用状況

� 　

◇�当組合は、職員出身者以外の理事過半数以上（※）の経営参画により、ガバナンスの向上や
組合員の意見の多面的な反映に努めています。

理　事　長　　小野澤　一　成

常 務 理 事　　須　藤　昇　二

常 勤 理 事　　髙　橋　清　隆

理　　　事　　中　澤　一　博（※）

理事
中 嶋 知 一

理事
岡 部 　 誠

理事
髙 橋 郁 夫

監事
藤ノ木靖子

左より

理　　　事　　髙　橋　郁　夫（※）

理　　　事　　山　田　　　泰（※）

理　　　事　　岡　部　　　誠（※）

理　　　事　　中　嶋　知　一（※）

常 勤 監 事　　上　村　　　亨

監　　　事　　藤ノ木　靖　子

員 外 監 事　　石　田　和　彦

 （2022年7月1日現在）

理事
山 田 　 泰

理事
中 澤 一 博

常勤理事
髙 橋 清 隆

理事長
小野澤一成

常務理事
須 藤 昇 二

常勤監事
上 村 　 亨

員外監事
石 田 和 彦

塩沢信用組合は、13年連続の好決算を記念して「南魚沼市への寄付贈呈式」並びに「地元貢献団体の表彰式」を開催いたしました。

地元自治体を代表して、南魚沼市には寄付金100万円を贈呈し、地元に貢献する6団体には感謝状と寄付金5万円を贈呈しました。

塩沢信用組合は、これからも生み出した利益を地域に還元し、地域を活性化させるよう努めて参ります。

「南魚沼市への寄付贈呈式」並びに「地元貢献団体の表彰式」
　13年連続の好決算を記念！！
　　～当組合では利益の一部を地域へ還元～
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◆役員等の報酬体系
対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、
常勤理事および常勤監事をいいます。
　対象役員に対する報酬等は、職務遂行の対価として支払う「基
本報酬」、在任期間中の職務執行および特別功労の対価として
退任時に支払う「退職慰労金」で構成されています。
１．報酬体系の概要
　【基本報酬】
　　�　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会

において理事全員および監事全員それぞれの支払総額の最
高限度額を決定しております。そのうえで、各理事の基本
報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当組合
の理事会において決定しています。また、各監事の基本報
酬額につきましては、監事の協議により決定しています。

　【退職慰労金】
　　�　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を

計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
２．役員に対する報酬

区　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理　　事 32百万円 34百万円
監　　事 7百万円 09百万円
合　　計 39百万円 43百万円

（注）　１�．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条
別紙様式4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。

　　　２．支払人数は、理事8名、監事3名です。（期中に退任した者を含む）

３．その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第
1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、
信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を
与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」

（2012年3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1頂第3号
および第5号に該当する事項はありません。

対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、
当組合の非常勤役員、当組合の職員であって、対象役員が受け
る報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業
務および財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。なお、
2021年度において、対象職員等に該当する者はいませんでし
た。

（注）　１．対象職員等には、期中に退任・退職したものを含めております。
　　　２�．「同等額」は、2021年度に対象役員に支払った報酬等の平均額と

しております。	
　　　３�．当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「給

与規程」および「退職金支給規程」に基づき支払っております。	
　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関
であり、業績連動型の報酬体系を取り入れ自社の利益を上げるこ
とや株価を上げることに動機付けされた報酬となっていないため、
職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。	

リスク管理体制
　金融の自由化の進展にともない、金融業務は多様化､ 高度化
しており､ 信用リスクをはじめとして市場リスク、事務リスク
等さまざまなリスクが経営に重大な影響をおよぼす機会が増え
てきております。
　当組合は､ 経営の健全性確保の観点から金融機関を取り巻く
環境の変化に適切に対応できるように、リスク管理態勢の整備
を図り、収益の安定化と資本の充実に努力してまいります｡

信用リスク管理
　信用リスクとは、取引先の諸事情により貸出金の元金や利息
が、回収できなくなるリスクをいいます。
　現在の環境では、信用リスクが年々増大している現状であり
ます｡ そうした中において、当組合では、信用リスク管理を強
化するため、貸出審査において営業店および本部の審査部門を
それぞれ独立した、融資審査体制の一層の充実と健全な融資審
査に努めております｡
　また、与信取り扱い管理に関する研修会等を実施、あるいは
参加し、人材育成に努めております。
　なお、融資に当っては、特定の業種や取引先に過度に偏重・
集中せずバランスの取れた小口多数主義を基本として、資産の
健全化に努めております｡
　信用コストである貸倒引当金は、正確な自己査定に基づき適
正な引当を行っています。

市場リスク管理
　市場リスクとは、市場の金利変動や価格変動、為替相場の変
動に伴うリスクを指し以下のリスクをいいます｡
①�　金利変動リスク：資産･負債の金利変動に伴うリスク
②　価格変動リスク：�株式や債券などの価格変動がもたらすリ

スク
③　為替変動リスク：為替相場の変動に伴うリスク
　金融機関の資金運用と調達構造は、市場の変動に影響を受け
やすくなってきていますので、適切な管理と対応が重要となっ
ております｡ 当組合では、資金運用基準規程の制定や毎月内部

において保有有価証券や資金運用の状況について協議検討して
おります｡
　なお、保有資産のうち有価証券は別記金額の運用であり社債
･国債を中心とした元本保証の債券類の保有でありますので、
これらの市場リスクは少ない状況となっております｡
　なお、2019年2月金融庁改正告示に基づき、2019年3月期決
算より、△ＥＶＥ（金利リスクのうち、金利ショックに対する
経済的価値の減少額として計測されるもの）の上方・下方パラ
レルシフト、スティーブ化の計3種について計測、また、2020
年3月期より△ＥＶＥについてはフラット化、短期金利上昇・
下降の計3種を加え、△ＮＩＩ（金利リスクのうち、金利ショッ
クに対する算出基準日から12 ヶ月を経過するまでの間の金利
収益の減少額）について新たに計測しております。

流動性リスク管理について
　資金を効率的に運用するとともに、的確な資金ポジションを
確保するため、預金貸出金を重点的に管理し、預金の支払いに
支障がないよう支払準備の充実を図り、流動性資金の確保に努
めております。

オペレーショナル・リスク管理
　オペレーショナル・リスクとは以下のリスクをいいます。
⑴　事務リスク
　�　役職員が正確な事務を怠る、或いは事故・不正等を起こす

ことにより、当組合が損失を被るリスク
⑵　システムリスク
　�　コンピュータシステムの障害または誤作動、破壊、システ

ムの不備、不正利用等により当組合が被るリスク
⑶　その他オペレーショナル・リスク
　①　法務リスク
　　�　顧客に対する過失による義務違反および不適切なビジネ

ス・マーケット慣行から生じる損失・損害（監督上の措置
並びに和解等により生じる罰金、違約金および損害賠償金
等を含む）などにより、当組合が損失を被るリスク
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法令等遵守体制（コンプライアンス）
　金融機関が公共的使命と社会的責任を果たすことは重要な責
務であります。
　そのためにあらゆる法令やルールを遵守して、社会的規範に
決してもとることのない、公正な業務運営を行う体制作りが強
く求められております。
　当組合は、全役職員が法令等の遵守を常に心がける企業風土
を醸成するために、コンプライアンス体制の整備を積極的に
行っております。
　コンプライアンス担当者を本部・営業店に配属するととも
に、行動基準の手引書とする「コンプライアンス・マニュアル」
と「行動指針」等を制定し、それを実践して行くために、全役
職員を対象に各階層別研修・啓蒙活動を実施しております。
　また、今後毎年コンプライアンス・プログラムの見直しを進
め、体制の構築に向けての重要課題と位置付けし、積極的に取
組み、地域の皆様に対し、誠実かつ公平な業務運営を通じてさ
らなる信頼を確保し維持できるよう、引き続き法令遵守を徹底
するための管理体制を確立してまいります。

当組合のコンプライアンスの基本方針
①�　「しおしん」は、法令等遵守態勢を経営の基本方針の一つ

として位置づけております。
②�　「しおしん」のもつ公共的使命を常に自覚し、責任ある健

全な業務運営の遂行に努めております。
③�　「しおしん」は、創意と工夫を生かした金融及び非金融サー

ビスの提供を通じて、地域社会の発展に貢献することに努め
ております｡

④�　「しおしん」は、法令やルールを厳格に遵守し、社会的規
範に決してもとることのない、公正な業務運営に心掛けてお
ります。

⑤�　「しおしん」は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的な勢力には、これを断固として排除しております。

⑥�　「しおしん」は、経営情報の積極的かつ公平な開示をはじ
めとして、広く地域社会とのコミュニケーションを大切にし
ております。

苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お
取引のある営業店または下記の窓口をご利用ください。

【窓口：塩沢信用組合本部】　フリーダイアル 0120－600－283
受 付 日　�月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および組合の休

業日は除く）

受付時間　午前9時～午後5時
　なお、苦情対応のご案内については、当組合ホームぺ－ジに
も掲載していますのでご覧ください。
　ホームぺ－ジアドレス�http：//www.shiozawa.shinkumi.jp/
　また、保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けており
ます。
　一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所
� （電話：03－3286－2648）
　一般社団法人日本損害保険協会　そんぽADRセンター
� （電話：0570－022808）

紛争解決措置
　東京弁護士会紛争解決センター� （電話：03－3581－0031）
　第一東京弁護士会仲裁センター� （電話：03－3595－8588）
　第二東京弁護士会仲裁センター� （電話：03－3581－2249）
で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望される
お客さまは、上記塩沢信用組合本部またはしんくみ相談所にお
申し出ください。
　また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくこと
も可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都
以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。
　仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立につ
いて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で
手続を進める方法もあります。
①　移管調停：�東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を

移管する。
②　現地調停：�東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会

の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレ
ビ会議システム等により、共同して解決に当る。

※�移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳では
ありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター
等にご照会ください。

【窓口：㈳全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
受 付 日：�月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および協会の休

業日は除く）
受付時間：午前9時～午後5時
電　　話：03－3567－2456
住　　所：〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－1
　　　　　（全国信用組合会館内）

松本和明氏　特別講演会

　②　人的リスク
　　�　人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の問

題）、差別的行為（セクシュアルハラスメント等）から生
じる損失・損害などにより、当組合が損失を被るリスク

　③　有形資産リスク
　　�　災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害など

により、当組合が損失を被るリスク
　オペレーショナル・リスク全体の状況を俯瞰的に把握し、オ
ペレーショナル・リスクを特定、評価、モニタリング、コント
ロールおよび削減等、総合的に管理することにより、当組合の
業務の健全性および適切性を確保し、顧客からの信頼性の向上
を図る取組を行っております。
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事業の組織

外部監査人

経営管理（ガバナンス）

監事会

総代会

理事会

監査室

総務部融資部 業務部

常務会

しんくみセンター

信
用
リ
ス
ク
管
理

資
産
査
定
管
理

顧
客
保
護
等

オ
ペ
リ
ス
ク

法
令
等
遵
守

自
己
資
本
管
理

市
場
リ
ス
ク

流
動
性
リ
ス
ク

統合的リスク

ＡＬＭ・リスク管理委員会

営　　業　　店

（2022年4月1日現在）

店　　名 住所・電話番号

本  部
しんくみセンター

〒949－6408
新潟県南魚沼市塩沢1221−4
025−782−1201

本  店
〒949−6408
新潟県南魚沼市塩沢1198
025−782−1151

石 打 支 店
〒949−6371
新潟県南魚沼市関1124−1
025−783−2962

五 日 町 支 店
〒949−7101
新潟県南魚沼市五日町387−1
025−776−2691

津 南 支 店
〒949−8201 
新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡戊543−3
025−765−3125

小 出 郷 支 店
〒946−0076
新潟県魚沼市井口新田547−15
025−792−7766

各種委員会組織
「第12次・中計実績検証委員会」
「第13次・中計策定委員会」
「創業70周年記念誌編纂委員会」
「創業70周年記念事業実行委員会」
「ベストパートナー」委員会
「家庭円満51」委員会
「安全見守り」委員会
「業務推進・広報PR」委員会
「JC・商工会青年部・ハイウェイレディ」
「事務改善」（検印担当）委員会
「審査管理」（融資担当）委員会
「経費管理・窓口応対」委員会
「コンプラ・ハラス・ES」委員会
「ウェルビーイング」委員会
「エルダー（新人教育担当）」委員会

2022年度　職員大会

29 Shiozawa Shinyoukumiai  DISCLOSURE  2022



2022年度 経営の基本方針・事業計画
Ⅰ．はじめに
� 塩沢信用組合　理事長　小野澤 一 成　

Ⅱ．2022年度「経営の基本方針」
　▼�『社会性を重視した金融支援』≪他行共存型≫金融インフ
ラ整備

　�　地元自治体との「連携協定」と地域内金融機関（地元
JA含む）との連携協力により、地域内の金融インフラの
整備に全力を尽くします。

　�　金融上の難民と言われる個人は、高齢者及び貧困家庭、
そして18歳以上の“若年新成人”、企業は、感染下で業績

１．「ウェルビーイング」（well-being）とは
・‌�「ウェルビーイング」とは、身体的、精神的、社会的に

良好な状態にあることを意味する概念で「幸福」と訳さ
れることもある言葉です。

・‌�世界保健機構（WHO）憲章の前文では、「健康とは病
気ではないとか弱っていないということではなく、肉体
的にも精神的にも、そして社会的にもすべてが満たされ
た状態（ウェルビーイング）にあることを言います。」
と定義されています。

・�「世界は今、経済重視からウェルビーイング重視へと潮
流が変わりつつあります。」

・�当組合では、2021年の事業計画の中に「職員の幸せの追
求」としてありました。

・「内部の勉強会」を通じ、講師役の職員からテーマに掲
げて発表されました。
・‌�塩沢信用組合では「ウェルビーイング」を重視すること
は、世界の潮流であり、企業責任として当然のことと理
解しています。WHO憲章に基づく『ウェルビーイング』
を目指すことは「経営方針」にも匹敵する重要事項と認
識しています。

２．「他行共存型支援事業」とは
　私どもは、「平時」ではなく「非常時」と捉えて、返済
負担が倍返しとなる2023年以降の“本番”に備えます。
　しかし、その備えの仕方に随分と隔たりがあり、一般的
な金融機関は、他行間競争の“激化”を予想しており、そ
れは自行の融資残高の減少分を補うために、他行への借換
攻勢を強化しようとしているからです。
　「平時」ならいざ知らず、まだ、「非常時」が続く中で、
そんな自行の残高づくりのための他行間競争や、お客様を
無視した“利益至上主義”による「ノルマ営業」を自分た
ちのためだけにやり続けていいのでしょうか。
　私どもは「問いかけます。」頼られる金融機関となるための“体
力強化策”だとしても、そうこうしている間に、地元の企業が
疲弊してしまったら“本末転倒”ではないのか。真の顧客支援
とは困っているときに困っている人を救うことではないのか。
　今こそ、地域金融機関同士（地銀と信金信組）による『共
存路線』が求められており、私どもは率先して、一行の支
援だけでは難しい先へ、当組合が一部を肩代ることでメイ
ン銀行の支援が膠着状態から抜け出し、新たな「追加融資」
や「条件変更」が可能になるという銀行側にもメリットの
ある “三方良し”の他行共存型の提案を地域内に浸透させ
ていきます。
　塩沢信用組合の取組が確実に地域内に波紋を広げ、複数
行で協力して事業者を支えるという、まさに新たな次元の
『他行共存型支援事業』が、当組合の業域エリア内で全国
の金融機関として“初”のモデルケースとなることを信じ
ております。
　その“夢”の実現に向けて、2022年は“助走期”に入る
ことといたします。

不振を余儀なくされている事業者そして一般の方で金融上
の取引に不便を感じ支障をきたしている方々、金融窓口の
対人相談機能の縮小、利用時間の制限や利用手数料の“有
料化”に戸惑っているなどの声に、私ども『塩沢信用組合』
は、自らがその不便や不都合に対処できる存在になり、地
元金融機関同士で不足を補うために、当組合が、地元自治
体と地元金融機関（地元JA含む）の連携協力を推奨し、
利用者の利便性を重視した金融業務の実現を目指します。

　�　当組合は、この地域で金融弱者を救い、金融難民を出さ
ない『金融包摂エリア』を創ることを『経営の基本方針』
といたします。

　▼地元を『金融包摂エリア』とするための具体的な取組

Ⅲ．2022年度「事業計画」（重要課題）
　■�2022年度は、「アフターコロナ時代」を睨んだ「企業支援」

と「家計支援」と「人財育成」を「3大・重要課題」とし
て取組むこととする。

１．地元銀行・金融機関（JA含む）との連携協力
　私どもの営業店長「5名」は、地元銀行・金融機関の「14
支店」を手分けして訪問し、銀行の14人の支店長へ直接『他
行共存型支援』を呼びかけております。
　今後、地元JAとも協力して地元支援に当たれるよう『連
携協定』を結ぶ予定です。

２．金融弱者への対応（18歳以上の“若年新成人”への対応）
①�家計の疲弊を早期相談で早期発見する『家計診断』を

いつでも“無料”で提供する。
②�18歳以上の“若年新成人”へ悪徳業者や悪徳商法から身

を守る金融授業を実施する。
③�お困りの事業者へは引続き、経営者と一体となった『全

集中の本業支援』を実施する。
④�高齢者へ『安心見守り機能』で特殊詐欺防止と希望者へ

は「スマホ教室」を実施する。

３．金融窓口の対人相談機能の縮小や利用時間制限への対応
①�当組合の窓口は「8：50 ～ 17：00」、毎週水曜日は「8：

50 ～ 19：30」の営業を続けます。
②�「お昼休業」の時間帯は、職員を増員してお急ぎの方

へ迅速に対応して参ります。
③�「ビジネスネットバンキング」の普及と「個人版」の

NBを早期に開設いたします。

４．銀行手数料の「有料化」及び利便性阻害等への対応
①�コンビニ等ATM利用手数料“無料”及び組合員の両替

手数料“無料”は続けます。
②�現金等の「紙幣枚数」や「硬貨枚数」の利用制限を組

合員には付けない予定です。
③�2016年2月以降、県内で唯一引下げていない『預金金利』

は引下げしない予定です。

★�周りの金融機関は変わっても変えない方針で「差別化」
を図って参ります。

１．「企業支援」（全集中の本業支援で事業者を支える）
⑴�　経営者と一体となって、既存事業の存続性をシビア

に判定しなければなりません。
　�　時には、半ば強引に「押し出したり」、「引き上げたり」

と向かうべき方向をしっかりと指し示すことが重要に
なります。

⑵�　私どもが以前、赤字体質を克服した経験をもとに、
お客様の事業の悪化（赤字経営）を防ぐことを目的に、
赤字体質からの脱却を目指します。
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Ⅳ.「当組合の地域貢献事業」（寄付行為）
　　〜『三方良し』の地域貢献事業〜
　■「2022年度の地域貢献事業」（寄付行為）
　　⑴�「魚沼の未来基金」「はばたき奨学金」への寄付行為
　　　・・・�公益財団の関与による事務経費分を当組合が負担

「約100万円」
　　　・・・�当組合としての法人寄付「100万円」、職員親睦

会から「約50万円」
　　　・・・�基金だより卒業文集作成費及び事務通信費等の経

費負担「約50万円」
　　⑵��「13年連続好決算記念」地元への利益還元事業「7/1（金）

15：00木の芽坂」
　　　・・・�今年度は「南魚沼市」への寄付事業「100万円」
　　　・・・�地元貢献団体「6先」へ各5万円の寄付金と表彰状

贈呈「合計30万円」

⑶�　不採算部門の見直し、単価の引上げ、個人向けへの
転換、取捨選択と集中特化、先手先行管理、やると決
めたら必ずやる。無理はしない休む時は休む。経営者
の方針は全社員に伝えて社員のベクトルを合わせるな
どを実現します。

２．「家計支援」（定期家計診断を地域内に普及させる）
⑴�　2022年「コロナ禍」で企業業績が悪化、従業員の給

与が低下、一般家計は預金の取り崩しで食いつなぎ、
クレジットの分割や一時的なキャッシングで凌いでいる。

⑵�　定期健康診断の重要性と同様に一般家庭の「家計診
断」の重要性を訴えていく。

⑶�　専門医による処方が必要で、素人判断による自然体
での改善は難しく、時間と共にじわじわと悪化してい
く「家計の疲弊」が予測できる。

⑷�　「家計の疲弊」は、やがて「地域の疲弊」を生む。
家計の疲弊は、消費の低迷を招き、地域経済の停滞を
生むことになる。「家計の疲弊」を生まないためには「早
期」に相談すること「早期」に発見する事、定期的に
診断することが重要である。

⑸�　塩沢信用組合はそのために「家計診断」の必要性を
一人でも多くのお客様に呼び掛け定期的な「家計診断」
をお手軽で身近なものとして“無料”で実施していきま
す。

⑹�　「早期相談」が地域内に浸透するまでお声をかけ続
ける。職員一人一人が一人でも多くのお客様にお声掛
けをする。組織で一丸となり、全員で一色となり取組
みます。

３�．「人財育成」（最優先課題として、労力と費用をかけて
取組む）
⑴�　私どもの企業理念は人がすべてであり、“職員が宝

である”職員を大切にして、職員へもっともっと投資
する。

⑵�　“人”が地域をつくり、“人”が歴史をつくる。塩沢信
用組合の中から、地域を動かし歴史をつくる人を育て
上げたい。「人」をつくることを企業理念として、私
どもは取組む。当組合は、世のため、人のためになる
信用組合をめざし、本気で人を育てる。

⑶�　育てた“人財”は、場合によって、地域に還元するこ
とを厭わない、地元の役に立つために職員が“巣立って”
いくことを応援し、また戻ってくることも歓迎します。

⑷�　職員を育てることに、時間も手間も費用も惜しまず
つぎ込む方針とします。

【2022年度・人財育成の三本柱】
○�「企業支援」のための「ソリューション人財」を育成

する
○�「家計支援」のための「温もりのある人財」を育成する
○�「人財教育」のための「スペシャルゼネラリスト」を

育成する

　　⑶「その他」寄付事業
　　　・・・地元祭典等への毎年恒例の寄付行為
　　　・・・�「住吉大祭」「しおざわ雪譜まつり」「浦佐裸押し

合い」「スキー場カーニバル」
　　　　　　各地の花火の寄付等、各「1万円」〜「10万円」
　■「三方良し」の地域貢献事業　
　　⑴「インターンシップ受入」（鮭プロジェクト連携）事業
　　　＊�「未来基金・OBOG会」対象、「京都産業大学・松本ゼミ生」対

象、「杏林大学・ツバメイト」対象
　　⑵「地域同期会」（若手社員の交流会）事業
　　　＊�7/7（木）14：00「地域同期会」（5会場）にて開催、ベスパ企業

の入社3年目までの若手社員が対象
　　⑶「少年野球大会」（ベイマガ球場）事業
　　　＊塩沢商工会青年部と当組合の協働事業として開催
　　⑷�「地域防災訓練・地域防犯訓練」（消防署及び警察署と

連携）事業
　　　＊�7/23（土）「地域防災訓練・救急法講習会」、9/2（金）「地域防

犯訓練・特殊詐欺防止講習会」開催
　　⑸「リテラシー出前授業」（成人18歳への注意喚起）事業
　　　＊�ベスパ企業100社の社員2500人を対象に、地元高校生を対象に、

小中学校生を対象に実施する
　　⑹「健康職場おすすめプラン」（当組合職員も参加）事業
　　　＊�12/13（火）11：00「金賞受賞表彰式」協会けんぽとの共催事業、

ベスパ100社を対象に実施する
　　⑺「マタニティ無料招待」事業
　　　＊�「小出郷文化会館」の2022年度事業「28企画」全てに「マタニティ

無料招待」を実施する
　　⑻「安全見守り機能」（スマホ教室）事業
　　　＊�年金受給者（独居老々世帯）対象「安全見守り隊」の活動、年金

受給者向けスマホ教室開催

Ⅴ.「創業70周年事業に関する資料」
　　〜100年信組に向けた“第一歩” 〜
　１�．「創業70周年記念事業・実行委員会」（内部）の組織と

運営　
　　※2022年度中の開催は「プレ事業」として位置付けます
　　①�2022年6月21日（火）「通常総代会」「特別講演会」（南

魚沼市民会館・大ホール）
　　　・・・�「総代会等設営委員」として各地区2名計10名を

総代より選出する
　　②�2022年7月「郵船クルーズ」との打合せ、実施予定日の

決定
　　　・・・�実施予定日を決定し、県内信組へ周知、“飛鳥ク

ルーズ”実行委員会を再結成する
　　　・・・�会員への再確認、参加メンバーを確定する。渡航

までの準備、事前説明会開催
　　③�2022年11月「総代地区会議」にて「定款変更」自主投

票者の抽選会実施
　　　・・・�地区会場ごとに「抽選箱」（地区内の投票はがき）

から総代の代表が抽選する
　　　・・・�当選者「70人」（各地区14人）当選者へは個別通

知（店頭掲示とHP掲載で周知）
　　　・・・�副賞は宿泊サミット事業先の「利用券」（1万円分）

※利用期限付き総額70万円
　　④�2023年1月「テレビ年賀状」「FM」「地元新聞」にて名

称変更の告知版TV放送
　　　・・・�地元のテレビや新聞を通じて「名称変更と地区変

更」の予定を告知する
　　⑤�2023年4月3日（月）当組合の創業記念「満70年セレモ

ニー」（古希を祝う）
　　　・・・�8：30全店一斉「創業70周年セレモニー」「5会場」

にてテープカット実施
　　⑥�2023年4月「コロナ感染症を乗り越えた“物語”（体験記）」

募集事業
　　　・・・�組合員を問わず、広く新・地域内の方を対象に募

集、優秀賞は11/25に表彰
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　　⑦�2023年6月22日（木）「通常総代会」（南魚沼市民会館・
大ホール）

　　　・・・�理事と監事の改選、退任役員への感謝状贈呈、理
事会監事会、顧問の退任と新任

　　　・・・�「特別講演会」（講師：山口真由氏）NY州弁護士、
東大首席卒、ハーバード大卒

　　⑧�2023年7月〜 9月「飛鳥Ⅱチャータークルーズ」（新潟
から函館航路）行程：二泊三日

　　　・・・�県内信組合同企画（7信用組合）、総勢約800人、
各地から新潟港へバス貸切送迎

　　⑨�2023年9月19日（火）「新名称・新地区」スタート（新・
記念日）

　　　・・・�8：30全店一斉「新・名称セレモニー」「5会場」
にてテープカット実施

　　⑩�2023年11月25日（土）「創業70周年・記念式典」（南魚
沼市民会館・大ホール）

　　　・・・�「記念式典」「表彰式」「ステージアトラクション」
地元団体による演奏、ダンス、演劇など

　　　・・・�「エントランス事業」パンマルシェ、キッチンカー、
フリーマーケットなど

　　　・・・�組合員とその家族及び職員とその家族を招待する
　２�．「70周年事業・実行委員会」（外部）の組織・・2022年7

月に任命　
　　・・・�総代より各地区2名計10名選出、委員長「須藤常務」、

副委員長「総代代表」
　３�．「定款変更委員会」（外部）と合同での組織と運営（③と

④と⑨の事業）
　　・・・�「新・組合名」の価値、ストーリー、イメージアッ

プ戦略CIなどの具体化
　　　　　�100年信組目指した“ブランディング”役職員と組合

員の総意となるもの　
　　・・・�その重要なものを 「定款委員会」「70周年実行委員会」

が協力して作り上げる� 　以　上　

Ⅵ.「当組合の営業方針」理解のためのQ&A
Ｑ１）�当組合は、2017年に「個人ノルマ」を廃し、「営業店数字」

を撤廃しました。
　　　�それはどのような理由からか①?また、他行でも同様の動

きはあったが、すぐに元に戻ってしまい、今、実現できて
いる金融機関は全国でも稀な状態、新潟県下では当組合
のみ。それはどのような理由からか②?また、当組合は、
なぜ実現できているのか③?についてお答えします。

Ａ１）①�金融機関都合からの脱却、真の顧客優先を実現するた
めにノルマを廃止しました。

　　　　�職員の心理的安全性を担保することと、チームプレー
団体戦に特化するためです。

　　　②�金融機関トップの強い右肩上がり信仰と残高至上主義
であり、行員の個人競争を煽ることで自行の収益強化
を図っており、“ノルマ主義”に依存しているためです。

　　　③�当組合では、本部が事業予算を立てて数字の管理を含
めてALM等収益管理を行い、営業店は数字にはノー
タッチで“本業支援”に傾注できる体制としています。

Ｑ２）�当組合は、現在の経済状況を「平時」ではなく、「非常時」
と捉えて、独自に「金融トリアージ」を実践している。
その目的は「他行共存型」支援でもある。なぜ、そのよ
うな取組を実践しているのか①?また、その取組の“意
義目的”②についてお答えします。

Ａ２）①�他行共存型の金融トリアージとは、平時に行われる単
なる「他行奪取」ではなく、事業者存続支援であり尚
且つ銀行側にもメリットのある“三方良し”の取組です。

　　　　�当組合が一部を肩代わることで「追加資金」や条件変
更が可能になるからです。

　　　②�“非常時”だからこそ地銀と信金信組の“共助支援”金
融機関同士の共存路線が有効であり、そのことを当
組合から発信しこのエリア内で実現することが目的
です。

Ｑ３）�私どもの「融資」は、不安を解消し、安心を提供するも
の。『融資は“安心”の提供であり、不安を解消するため
の手段である。』と言い続けているが、それはなぜか、
また、どのようにして安心を提供しようとしているのか
お答えします。

Ａ３）�特に「住宅ローン」などの多額な借入をした場合に、最
後まで返せるのか、返せなくなったら路頭に迷うことに
なるのではないかと不安で不安でたまらなくなります。
当組合では、家計メンテナンスを毎年実施し、場合によっ
て、所得の減少や病気災害などに見舞われた際に、当組
合の独自のシステムで、返済を猶予したり期限を延長し
て対応することで、返済条件を見直して返せる見通しを
つけてやります。お客様の不安を払拭し、安心してお過
ごしいただけるように支援をしています。

Ｑ４）�今なぜ経費の掛かる「名称変更」をやろうとしているの
かをお答えします。

Ａ４）�当組合では、創業70周年は一つの節目であり、100年
信組をめざす上で、今までの伝統を守りつつ、さらに発
展させていくためには将来的な可能性のある地域を代表
する「信用組合名」に変更する必要があると判断いたし
ました。

Ｑ５）�今なぜ「営業地区の変更」を同時にやろうとしているの
かをお答えします。

Ａ５）�当組合では、2005年の地元自治体の合併の際に、地区
変更を検討しましたが、当時、当組合は二期連続“赤字”
になるなど、余力のある状態ではありませんでした。今
では「13期連続」して好決算が達成できており、「名
称変更」と合わせて行うことを決めました。営業地区を
広げることは、当組合の将来的な発展にもつながる有益
なことであると捉えています。

Ｑ６）�当組合では、6 ヶ月先行の自己査定を行い、経営内容が
不振な先を抽出して、特別に「プロジェクト化」してご
支援してきています。それは、当組合が以前、赤字体質
を克服できたことをもとに、お客様の実態を把握し、一
体となって取組んでいますが、お客様の「赤字体質から
の脱却」や事業の改善に通じた取組内容についてお答え
します。

Ａ６）�お客様の事業の悪化（赤字経営）を防ぐことが目的で、
赤字体質からの脱却を意味しています。具体的な取組内
容は、『不採算部門の見直し』『単価の引上げ』『業者向
けから個人向けへの転換』『取捨選択と集中特化』『先手
先行管理』『やると決めたら必ずやる』『無理はしないで
休む時は休む』『経営者の方針は、全社員に伝えて社員
のベクトルを合わせる』などです。

Ｑ７）�「金融リテラシー」出前授業の普及は、「18歳成人」に
なることで益々重要になります。当組合ならではの使命
と認識し、職員は真剣に取り組んでいます。どのような
点に注意して取組んでいるのかをお答えします。

Ａ７）�ベストパートナー企業の社員・従業員を対象に、クレジッ
トカードの利用方法やカードローンの利用方法、マイ
カーローンや住宅ローンの借り方と返し方、家計の収支
の改善方法、やがてやってくる年金生活に支障をきたさ
ないようにやり繰りできる方法などを分かり易く説明し
ます。“若年新成人”には悪徳商法や悪徳業者の手口等
を通じて自分の身を守ることの大切さを教えます。

　　　�毎週水曜日は「19時30分」まで窓口にて相談が可能
です。家計の疲弊は地域の疲弊を生み、地元経済の活性
化を阻害します。先々にゆとりを持った生活ができるよ
うに“定期的”な「家計診断」の重要性を理解してもらい、
地域内の若者を中心に「金融リテラシー出前授業」に取
組んでおります。
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２
．
地
区
拡
張
の
経
緯

①�　

魚
沼
市
の
お
客
様
か
ら
は
、
近
隣
の
「
小
千
谷
市
」
の
取
引
先
を

ご
紹
介
い
た
だ
い
て
も
応
じ
ら
れ
な
い
状
態
で
あ
り
、
地
元
取
引
先

の
方
々
か
ら
、
当
組
合
へ
出
店
し
て
ほ
し
い
旨
の
ご
要
望
を
い
た
だ

い
て
お
り
ま
す
。
な
お
、
川
口
町
は
す
で
に
営
業
地
区
に
な
っ
て
お

り
隣
接
し
た
小
千
谷
市
と
の
人
の
交
流
や
経
済
的
な
繋
が
り
も
あ
り

ま
す
。

②�　

松
代
・
松
之
山
地
区
は
、
す
で
に
津
南
支
店
の
営
業
範
囲
と
な
っ

て
い
る
「
十
日
町
市
」
の
行
政
区
域
内
で
あ
る
こ
と
か
ら
営
業
地
区

候
補
と
し
ま
し
た
。

③�　

栄
村
の
事
業
者
は
飯
山
市
の
金
融
機
関
で
金
融
取
引
を
行
っ
て
い

ま
す
、
栄
村
商
工
会
か
ら
当
組
合
の
総
代
さ
ん
へ
、
ぜ
ひ
当
組
合
と

取
引
が
出
来
る
よ
う
に
お
願
い
さ
れ
、
定
款
変
更
委
員
か
ら
今
回
の

営
業
地
区
拡
張
の
際
に
栄
村
を
加
え
て
欲
し
い
と
の
申
出
が
あ
り
ま

し
た
。

・
・
・�「
小
千
谷
市
」「
十
日
町
市
全
域
（
松
之
山
地
区
・
松
代
地
区
）」

「
長
野
県
栄
村
」
へ
営
業
地
区
を
広
げ
る
こ
と
は
、
当
組
合
の

将
来
的
な
発
展
に
も
つ
な
が
る
有
益
な
こ
と
で
あ
る
と
捉
え
て

い
ま
す
。
信
用
組
合
は
許
可
さ
れ
た
„
地
区
内
＂
の
み
で
営
業

す
る
こ
と
の
で
き
る
制
限
の
強
い
金
融
機
関
で
あ
り
、
当
組
合

の
将
来
的
な
展
望
を
明
る
い
も
の
に
す
る
た
め
に
は
「
営
業
地

区
の
拡
張
」
は
不
可
欠
な
も
の

と
判
断
し
ま
し
た
。

※�

２
０
２
３
年
９
月
19
日
㈫
よ
り
組
合

名
称
は
「
ゆ
き
ぐ
に
信
用
組
合
」、

営
業
地
区
は
「
小
千
谷
市
」「
十
日

町
市
の
旧
松
之
山
町
・
旧
松
代
町
」

「
長
野
県
栄
村
」
が
新
た
に
追
加
さ

れ
る
予
定
で
す
。

・
・
・
コ
ン
セ
プ
ト
は
・
・
・

・�

８
千
年
も
の
昔
か
ら
雪
が
降
っ
て
い
た
と
言
わ
れ
て
い
る
。
遥
か
縄

文
時
代
の
頃
か
ら
先
人
た
ち
は
白
銀
の
世
界
に
暮
ら
し
て
き
た
。
雪

と
闘
い
な
が
ら
克
服
し
て
き
た
「
忍
耐
強
い
」
性
格
の
人
々
が
「
協

力
」
し
て
生
活
を
し
て
き
た
。

・�

細
い
雪
道
で
の
す
れ
違
い
は
先
に
気
が
付
い
た
方
が
脇
に
よ
け
て
傘

の
雪
が
相
手
に
か
か
ら
な
い
よ
う
に
傾
け
、
道
を
譲
る
「
譲
り
合
い

と
思
い
や
り
の
精
神
」
が
培
わ
れ
、
い
ま
な
お
続
く
雪
国
文
化
。

・�

雪
解
け
の
豊
富
な
水
は
日
本
一
の
コ
シ
ヒ
カ
リ
産
地
を
潤
し
、
湧
き

出
る
軟
水
が
美
酒
へ
と
活
か
さ
れ
る
。
克
雪
か
ら
利
雪
そ
し
て
親
雪

の
研
究
は
進
化
し
続
け
、
日
常
生
活
や
産
業
活
動
に
活
用
が
広
が
っ

て
い
る
。

・�

水
の
集
合
体
で
個
々
「
助
け
合
い
」
安
定
し
た
六
角
形
と
な
る
雪
片

の
よ
う
に
、そ
し
て
雪
国
を
知
り
尽
く
し
た
「
ゆ
き
ぐ
に
信
用
組
合
」

と
し
て
「
心
の
安
心
」
と
と
も
に
、組
合
員
の
経
済
活
動
を
支
援
し
、

地
域
社
会
の
発
展
に
寄
与
す
る
も
の
で
す
。

１
．
名
称
変
更
の
経
緯

①�　

２
０
２
０
年
11
月
に
開
催
し
た「
総
代
地
区
会
議
」に
お
い
て
、「
名

称
を
変
更
し
て
欲
し
い
」
と
の
ご
要
望
が
あ
り
、
名
称
を
変
更
す
る

こ
と
を
「
検
討
」
す
る
と
し
て
回
答
致
し
ま
し
た
。
そ
の
後
「
常
務

会
」
及
び
「
理
事
会
」
で
検
討
を
重
ね
、「
営
業
地
区
変
更
（
拡
張
）」

と
併
せ
て
「
名
称
変
更
」
を
す
る
こ
と
が
、
将
来
的
に
当
組
合
が
発

展
し
て
い
く
上
で
、
必
要
な
こ
と
で
あ
る
と
し
て
全
員
一
致
に
て
意

見
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。

②�　
「
営
業
地
区
の
変
更
（
拡
張
）」
に
伴
い
、今
後
「
塩
沢
信
用
組
合
」

の
ま
ま
で
は
普
及
が
難
し
い
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
あ
る

程
度
広
範
囲
な
地
域
に
浸
透
で
き
る
『
名
称
』
に
変
更
す
る
こ
と
が

得
策
と
判
断
し
ま
し
た
。

③�　

２
０
２
１
年
11
月
に
「
組
合
員
１
１
，５
８
１
名
」
に
よ
り
「
新
・

組
合
名
５
案
の
中
か
ら
選
択
投
票
」
を
実
施
し
３
，５
０
２
票
の
投

票
を
い
た
だ
き
、
投
票
結
果
を
踏
ま
え
て
、
そ
の
中
か
ら
「
定
款
変

更
検
討
委
員
会
」
に
て
検
討
し
理
事
会
へ
上
程
し
ま
し
た
、
２
０
２

２
年
３
月
24
日
の
理
事
会
に
て
新
名
称
と
し
て
「
ゆ
き
ぐ
に
信
用
組

合
」
に
決
定
。
２
０
２
２
年
６
月
24
日
開
催
の
「
通
常
総
代
会
」
に

お
い
て
、
監
督
官
庁
か
ら
の
認
可
承
認
を
も
っ
て
変
更
す
る
停
止
条

件
付
き
に
て
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

・
・
・�

当
組
合
で
は
、
創
業
70
周
年
は

一
つ
の
節
目
で
あ
り
、
１
０
０

年
信
組
を
め
ざ
す
上
で
、
今
ま

で
の
伝
統
を
守
り
つ
つ
、
さ
ら

に
発
展
さ
せ
て
い
く
た
め
に
は

将
来
的
な
可
能
性
の
あ
る
地
域

を
代
表
す
る
「
信
用
組
合
名
」

に
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
と
判

断
い
た
し
ま
し
た
。

組
合
名
称
変
更
・
地
区
拡
張
に
至
る
経
緯
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①
防
犯
訓
練
・
特
殊
詐
欺
声
掛
け
訓
練

　

毎
年
９
月
に
本
支
店
所
在
地
の
警
察
署
と
連
携
し
た
模
擬
訓
練
を
実

施
し
て
お
り
ま
す
。
防
犯
訓
練
は
地
元
警
察
が
強
盗
に
扮
し
て
金
銭
を

要
求
し
、
顧
客
と
職
員
の
人
命
第
一
、
非
常
通
報
の
流
れ
を
確
認
し
ま

し
た
。
特
殊
詐
欺
声
掛
け
訓
練
で
は
、
還
付
金
請
求
詐
欺
な
ど
が
疑
わ

れ
る
お
客
様
へ
の
対
応
方
法
に
つ
い
て
、
ロ
ー
ル
プ
レ
イ
ン
グ
で
学
び

ま
し
た
。

②
三
位
一
体　

防
災
訓
練

　

毎
年
７
月
に
消
防
署
、
地
域
住
民
、
当
組
合
の
連
携
に
よ
り
防
災
訓

練
を
お
こ
な
っ
て
お
り
ま
す
。
訓
練
で
は
「
消
火
器
を
使
っ
た
防
火
訓

練
」
の
他
、「
Ａ
Ｅ
Ｄ
に
よ
る
心
肺
蘇
生
法
」
を
学
び
、
有
事
の
際
に

地
域
の
被
害
が
最
小
限
と
な
る
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

③
防
衛
会
議

　

毎
月
定
例
の
会
議
に
よ
り
、
事
業
継
続
に
支
障
を
き
た
す
事
態
へ
の

対
策
を
検
討
し
取
組
み
状
況
を
確
認
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
マ
ネ
ー
ロ

ン
ダ
リ
ン
グ
や
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
つ
い
て
も
、
本
部
と

営
業
店
の
連
携
を
確
認
し
て
お
り
ま
す
。

④
年
金
受
給
者
向
け
サ
ー
ビ
ス

・
高
齢
者
安
全
見
守
り
隊
カ
ー
ド

　

�　

当
組
合
で
年
金
を
お
受
け
取
り
の
お
客
さ
ま
へ
、
営
業
担
当
者
の

顔
写
真
が
入
っ
た
「
安
全
見
守
り
隊
カ
ー
ド
」
を
配
布
し
て
い
ま
す
。

こ
の
カ
ー
ド
は
、
ご
家
庭
の
電
話
機
の
近
く
に
掲
示
さ
せ
て
い
た
だ

き
、
不
審
な
電
話
や
来
訪
者
が
あ
っ
た
と
き
に
速
や
か
に
当
組
合
へ

ご
一
報
い
た
だ
き
、
詐
欺
被
害
を
防
止
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。

・
防
災
メ
ー
ル
の
登
録
推
奨

　

�　

当
組
合
で
年
金
を
お
受
け
取
り
の
お
客
さ
ま
へ
、
特
殊
詐
欺
関
連

情
報
や
不
審
者
情
報
な
ど
、
行
政
や
警
察
署
な
ど
か
ら
の
連
絡
を
速

や
か
に
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
防
災
メ
ー
ル
の
登
録
を
推

奨
し
て
お
り
ま
す
。
ス
マ
ホ
操
作
が
わ
か
ら
な
い
ご
高
齢
者
に
つ
い

て
は
、
職
員
が
登
録
の
手
順
を
お
教
え
し
て
い
ま
す
。

⑤
営
業
車
の
安
全
運
転
・
交
通
事
故
防
止

・
営
業
担
当
の
安
全
運
転
宣
言

　

�　

毎
年
４
月
に
南
魚
沼
警
察
署
と
連
携
し
て
「
安
全
運
転
宣
言
」
と

「
車
両
点
検
」
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
全
店
の
営
業
担
当
者
20
名
と

20
台
の
営
業
車
が
一
堂
に
会
し
て
、
安
全
運
転
の
機
運
を
高
め
る
た

め
に
実
施
し
、
当
組
合
の
営
業
職
員
は
「
子
ど
も
や
お
年
寄
り
の
安

全
見
守
り
機
能
」
も
果
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。

・
営
業
担
当
者
の
ア
ル
コ
ー
ル
チ
ェ
ッ
ク

　

�　

２
０
２
２
年
４
月
か
ら
、
全
店
の
営
業
職
員
は
出
社
時
に
「
ア
ル

コ
ー
ル
チ
ェ
ッ
ク
」
を
行
う
こ
と
を
義
務
付
け
ま
し
た
。
万
一
の
事

態
を
起
こ
さ
ぬ
よ
う
、
各
店
の
安
全
運
転
管
理
者
の
も
と
で
厳
正
に

チ
ェ
ッ
ク
し
て
い
ま
す
。

顧
客
保
護
に
関
す
る
取
組
と
実
績
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①
地
元
消
費
購
買
促
進
事
業

・
地
域
還
元
型
賞
与
の
支
給

　

�　

当
組
合
で
は
職
員
に
対
し
て
、
２
０
１
１
年
か
ら
「
地
元
商
店
や

宿
泊
飲
食
店
で
利
用
可
能
と
す
る
」
地
域
還
元
型
賞
与
を
支
給
し
て

お
り
ま
す
。
全
職
員
が
勤
務
地
の
商
店
を
利
用
す
る
こ
と
と
な
っ
て

お
り
、
そ
の
経
済
効
果
は
年
間
約
３
百
万
円
に
も
及
び
ま
す
。
お
取

引
先
企
業
に
も
推
奨
し
て
お
り
、
地
域
還
元
型
賞
与
を
支
給
す
る
企

業
も
増
え
て
い
ま
す
。

・
地
元
宿
泊
施
設
利
用
促
進
事
業

　

�　

当
組
合
の
名
称
変
更
、
営
業
地
区
変
更
の
検
討
に
あ
た
り
組
合
員

投
票
が
行
わ
れ
、
３
，５
０
２
票
の
投
票
を
お
受
付
し
ま
し
た
。
当

組
合
の
創
業
70
周
年
を
記
念
し
、
２
０
２
２
年
11
月
の
総
代
地
区
会

議
に
お
い
て
、
投
票
者
の
中
か
ら
抽
選
で
70
名
に
地
元
ホ
テ
ル
旅
館

の
宿
泊
券
１
万
円
を
贈
呈
し
、
消
費
喚
起
に
繋
げ
て
い
き
ま
す
。

②�

魚
沼
市
へ
の
寄
付
贈
呈
式
並
び
に
地
元
で
頑
張
る

団
体
表
彰
式

　

２
０
２
１
年
度
は
12
年
連
続

の
好
決
算
を
記
念
し
て
「
魚
沼

市
へ
の
寄
付
贈
呈
式
」
並
び
に

「
地
元
で
頑
張
る
団
体
表
彰
式
」

を
開
催
し
ま
し
た
。
地
元
自
治

体
を
代
表
し
て
、
魚
沼
市
に
１

０
０
万
円
を
贈
呈
し
、
地
元
で

頑
張
る
６
団
体
そ
れ
ぞ
れ
に
賞

状
と
奨
励
金
５
万
円
を
贈
呈
し

ま
し
た
。

③�

津
南
町
へ
「
ク
マ
よ
け
の
鈴
」
贈
呈
式

　

津
南
信
栄
会
30
周
年
を
記

念
し
て
、
地
元
か
ら
の
要
望

が
多
か
っ
た
「
ク
マ
よ
け
の

鈴
」
を
津
南
町
に
寄
付
し
、

小
中
学
校
の
登
下
校
時
に
利

用
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。

④
ピ
ー
タ
ー
パ
ン
募
金
贈
呈
式

　

新
潟
県
信
用
組
合
協
会
の
事
業
と
し

て
、
地
元
の
子
ど
も
教
育
・
福
祉
関
連

施
設
へ
寄
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。
２
０

２
１
年
度
は
「
塩
沢
小
学
校
」「
上
関

小
学
校
」「
津
南
小
学
校
」
へ
そ
れ
ぞ

れ
寄
付
を
行
い
、
施
設
の
改
修
な
ど
有

効
に
利
用
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

⑤
理
事
長
講
演
に
よ
る
文
化
的
貢
献
事
業

・「
つ
ば
め
い
と
」
理
事
長
講
演
会

　

�　

燕
市
の
「
公
益
社
団
法
人

つ
ば
め
い
と
」
が
会
員
向
け

に
当
組
合
の
取
組
を
紹
介
す

る
形
で
講
演
会
を
企
画
し
ま

し
た
。
会
員
企
業
14
社
が
参

加
し
、
当
組
合
の
「
就
職
応

援
フ
ェ
ア
」
等
に
よ
る
地
元

企
業
の
人
材
確
保
の
取
組
み

を
聞
い
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。

・「
京
都
産
業
大
学
」
理
事
長
講
演
会

　

�　

京
都
産
業
大
学
の
松
本
教
授
と
ご
縁
が

あ
り
、
ゼ
ミ
生
20
名
を
対
象
と
し
た
講
演

会
を
京
都
で
開
催
し
ま
し
た
。
地
域
貢
献

に
関
す
る
当
組
合
の
取
組
事
例
や
、
就
職

活
動
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
を
聞
い
て
い

た
だ
き
ま
し
た
。

⑥
南
魚
沼
市
起
業
・

　

創
業
関
連
図
書
贈
呈
式

　

日
本
政
策
金
融
公
庫
に
よ
る
企
業
・
創
業
に
関
す
る
図
書
の
贈
呈
式

が
行
わ
れ
ま
し
た
。
贈
呈
式
に
当
組
合
小
野
澤
理
事
長
と
新
潟
県
信
用

保
証
協
会
の
長
岡
支
店
長
が
参
加
し
、
図
書
の
寄
贈
の
ほ
か
に
起
業
支

援
の
取
組
な
ど
に
つ
い
て
の
説
明
を
行
い
ま
し
た
。

文
化
的
・
社
会
的
貢
献
に
関
す
る
活
動



２
０
２
１
年

4
月
13
日
「
宿
泊
業
に
よ
る
安
心
衛
生
サ
ミ
ッ

ト
」
開
催

4
月
21
日
「
商
工
会
塩
沢
支
部
総
会
」
福
原
本

店
長
出
席

5
月
10
日
「
湯
之
谷
商
工
会
・
サ
ー
ビ
ス
部
総

会
」
小
林
小
出
郷
支
店
長
出
席

5
月
19
日
「
湯
之
谷
商
工
会
・
通
常
総
会
」
小

林
小
出
郷
支
店
長
出
席

6
月
5
日
「
小
出
郷
文
化
会
館
25
周
年
記
念
式

典
」
小
林
小
出
郷
支
店
長
出
席

6
月
9
日
「
魚
沼
市
観
光
ミ
ラ
イ
会
議
」
小
出

郷
支
店
職
員
１
名
出
席

6
月
11
日
「
魚
沼
も
の
づ
く
り
振
興
協
議
会
・

定
期
総
会
」
小
林
小
出
郷
支
店
長
出

席

6
月
18
日
「
湯
沢
町
産
業
振
興
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

会
議
」
森
下
参
事
出
席

6
月
24
日
「
通
常
総
代
会
・
未
来
基
金
報
告

会
・
理
事
総
代
退
任
式
・
山
田
彩
乃

特
別
講
演
会
」

6
月
28
日
「
新
潟
日
報
・
に
い
が
た
鮭
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
取
材
」
小
野
澤
理
事
長　

他
２
名
面
談

7
月
2
日
「
寄
付
贈
呈
式
並
び
に
地
元
で
頑
張

る
団
体
表
彰
式
」
内
田
魚
沼
市
長
、

地
元
事
業
６
団
体
出
席

7
月
2
日
「
宿
泊
業
に
よ
る
安
心
衛
生
サ
ミ
ッ

ト
・
第
４
弾
企
画
プ
ラ
ン
表
彰
式
」

7
月
2
日
「
当
組
合
・
日
本
政
策
金
融
公
庫
・

新
潟
県
信
用
保
証
協
会
に
よ
る
三
者

協
定
調
印
式
」

7
月
8
日
「
Ｔ
ｅ
ｎ
ｙ
・
24
時
間
テ
レ
ビ
コ

マ
ー
シ
ャ
ル
収
録
」
本
店
職
員
出
演

7
月
9
日
「
夏
期
賞
与
支
給
・
地
域
還
元
型
賞

与
３
万
円
支
給
」

7
月
21
日
「
夏
の
交
通
安
全
指
導
」（
川
口
Ｓ
Ａ
）

職
員
２
名
派
遣

7
月
28
日
「
魚
沼
市
観
光
ミ
ラ
イ
会
議
」
小
出

郷
支
店
職
員
１
名
出
席

7
月
29
日
「
湯
沢
町
産
業
振
興
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

会
議
」
森
下
参
事
出
席

8
月
23
日
「
就
職
応
援
フ
ェ
ア
・
Ｗ
ｅ
ｂ
企
業

説
明
会
」
中
継
会
場
本
部
２
階　

参

加
企
業
９
社

8
月
24
日
「
就
職
応
援
フ
ェ
ア
・
Ｗ
ｅ
ｂ
企
業

説
明
会
」
中
継
会
場
本
部
２
階　

参

加
企
業
８
社

9
月
1
日
「
し
お
し
ん
ビ
ジ
ネ
ス
ネ
ッ
ト
バ
ン

キ
ン
グ
」
ス
タ
ー
ト

9
月
16
日
「
ク
マ
よ
け
の
鈴
」
津
南
町
の
小
中

学
校
へ
贈
呈
式
（
津
南
町
役
場
）
津

南
信
栄
会
役
員
、
小
野
澤
理
事
長
他

9
月
21
日
「
秋
の
交
通
安
全
指
導
」（
石
打
Ｓ
Ａ
）

職
員
２
名
派
遣

9
月
24
日
「
魚
沼
市
内
商
工
会
・
若
手
職
員
向

け
勉
強
会
」
講
師
：
小
出
郷
支
店
小

林
支
店
長
、
山
田
次
長

10
月
18
日
「„
越
後
＂
逸
品
Ｗ
Ｅ
Ｂ
商
談
会
」（
１

日
目
）
中
継
会
場
本
部
２
階　

参
加

企
業
10
社

10
月
19
日
「„
越
後
＂
逸
品
Ｗ
Ｅ
Ｂ
商
談
会
」（
２

日
目
）
中
継
会
場
本
部
２
階　

参
加

企
業
11
社

10
月
19
日
「
上
越
地
区
商
工
会
・
理
事
長
講
演

会
」
講
師
：
小
野
澤
理
事
長
、本
部
・

本
店
職
員
３
名
同
行

11
月
23
日
「
魚
沼
市
功
労
者
授
与
式
」（
魚
沼
市

役
所
・
本
庁
舎
）
小
野
澤
理
事
長
・

須
藤
常
務
出
席

12
月
10
日
「
冬
期
賞
与
支
給
・
地
域
還
元
型
賞

与
３
万
円
支
給
」

12
月
13
日
「
冬
の
交
通
安
全
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」

（
川
口
Ｓ
Ａ
）
職
員
１
名
派
遣

12
月
14
日
「
健
康
職
場
お
す
す
め
プ
ラ
ン
第
７

期
表
彰
伝
達
式
」（
南
魚
沼
市
民
会

館
多
目
的
ホ
ー
ル
）

２
０
２
２
年

1
月
4
日
「
魚
沼
市
賀
詞
交
換
会
」
小
林
小
出

郷
支
店
長
出
席

1
月
12
日
「
六
日
町
商
工
会
・
賀
詞
交
換
会
」

須
藤
常
務
、
福
原
本
店
長
出
席

1
月
14
日
「
つ
ば
め
い
と
・
理
事
長
講
演
会
」

講
師
・
小
野
澤
理
事
長

1
月
17
日
「
京
都
産
業
大
学
・
理
事
長
講
座
」

（
オ
ン
ラ
イ
ン
）
講
師
・
小
野
澤
理

事
長

1
月
26
日
「
日
本
政
策
金
融
公
庫
連
係
情
報
交

換
会
」
福
原
本
店
長
出
席

1
月
27
日
「
魚
沼
の
未
来
基
金
・
審
査
会
」
林

南
魚
沼
市
長
、
内
田
魚
沼
市
長
、
新

潟
大
学
寺
尾
教
授
、
小
野
澤
理
事
長

2
月
24
日
「
南
魚
沼
市
健
康
づ
く
り
推
進
協
議

会
」
須
藤
常
務
出
席

3
月
17
日
「
十
日
町
・
津
南
就
職
ガ
イ
ダ
ン
ス
」

3
月
18
日
「
ピ
ー
タ
ー
パ
ン
募
金
贈
呈
式
」（
塩

沢
、上
関
、津
南
、各
小
学
校
へ
贈
呈
）

3
月
30
日
「
魚
沼
の
未
来
基
金
・
第
六
期
は
ば

た
き
奨
学
金
贈
呈
式
」（
南
魚
沼
市
）

3
月
30
日
「
魚
沼
の
未
来
基
金
・
第
六
期
は
ば

た
き
奨
学
金
贈
呈
式
」（
魚
沼
市
）

3
月
31
日
「
魚
沼
の
未
来
基
金
・
第
六
期
は
ば

た
き
奨
学
金
贈
呈
式
」（
津
南
町
）

3
月
31
日
「
魚
沼
の
未
来
基
金
・
第
六
期
は
ば

た
き
奨
学
金
贈
呈
式
」（
湯
沢
町
）

宿泊業による安心衛生サミット

越後逸品Web商談会

安心衛生サミット・企画プラン表彰式

就職応援フェア・Web起業説明会

健康職場おすすめプラン表彰式

山田彩乃氏特別講演会

夏の交通安全指導

京都産業大学理事長講演会（オンライン）はばたき奨学金贈呈式

36

「
外
部
機
関
と
の
連
携
」
に
関
す
る
活
動
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④
ベ
ス
ト
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
１
０
０

　

塩
沢
信
用
組
合
は
、社
員
の
採
用
や
雇
用
安
定
の
為
の
健
康
づ
く
り
、

福
利
厚
生
の
一
環
と
し
て
社
員
の
金
融
教
育
を
行
う
な
ど
、
よ
り
良
い

職
場
環
境
づ
く
り
に
向
け
て
取
り
組
む
地
元
企
業
１
０
０
社
と
「
ベ
ス

ト
パ
ー
ト
ナ
ー
契
約
」
を
結
ん
で
お
り
ま
す
。
当
組
合
は
「
１
０
０
社

１
０
０
名
の
雇
用
創
出
」
を
掲
げ
、
大
手
企
業
の
工
場
誘
致
に
よ
る
雇

用
創
出
で
は
な
く
、
地
元
で
頑
張
る
堅
実
な
企
業
が
毎
年
１
人
で
も
雇

用
を
増
や
す
こ
と
が
、
真
の
地
方
創
生
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

　

ベ
ス
ト
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
に
は
約
２
，５
０
０
名
の
社
員
が
勤
務
し

て
お
り
、そ
の
皆
さ
ん
を
対
象
と
し
て
「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
出
前
授
業
」

を
開
催
し
、「
健
康
職
場
お
す
す
め
プ
ラ
ン
」
の
実
践
を
支
援
し
て
い

ま
す
。
２
０
２
２
年
度
は
、
各
企
業
の
新
入
職
員
の
途
中
退
職
と
い
う

新
た
な
課
題
に
向
き
合
い
、
定
着
率
向
上
を
目
的
と
し
て
「
地
域
同
期

会
」
を
開
催
す
る
こ
と
が
決
定
し
て
い
ま
す
。

⑤
次
代
の
会

　

２
０
１
３
年
度
～
２
０
１
８
年
度
、６
期
に
渡
っ
て
開
催
さ
れ
た「
魚

沼
の
経
営
塾
」
卒
業
生
約
３
０
０
名
が
「
魚
沼
の
次
代
の
会
」
と
し
て

組
織
さ
れ
て
い
ま
す
。
次
世
代
経
営
者
の
勉
強
会
と
し
て
組
織
さ
れ
た

「
経
営
塾
」
は
、
充
実
し
た
講
義
内
容
と
凝
っ
た
趣
向
に
よ
り
非
常
に

満
足
度
の
高
い
も
の
で
し
た
。
卒
業
後
の
Ｏ
Ｂ
会
と
し
て
組
織
さ
れ
た

「
次
代
の
会
」
は
、
有
名
講
師
を
招
い
て
の
後
援
会
や
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ

チ
ン
グ
の
取
組
み
な
ど
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
２
０
２
２
年
度
は
食
の

国
際
総
合
見
本
市
（
フ
ー
ド
メ
ッ
セ
ｉ
ｎ
に
い
が
た
）
の
見
学
ツ
ア
ー

の
開
催
を
予
定
し
て
お
り
ま
す
。

※�

一
部
の
取
組
み
や
イ
ベ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
感
染
拡
大
に
よ
り
２
０
２
０
年
度
か
ら
中
止
や
延
期
と
な
っ
て
お

り
、
再
開
に
向
け
て
準
備
を
進
め
て
お
り
ま
す
。

返
し
や
す
い
商
品
と
し
て
ご
提
供
し
て
お
り
ま
す
。

③
家
庭
円
満
51
加
盟
店

　

建
築
業
に
よ
る
地
場
の
産
業
振
興
と
、
若
者
の
定
住
促
進
を
目
的
と

し
て
「
20
代
限
定
住
宅
ロ
ー
ン
„
家
庭
円
満
51
＂」
を
取
扱
い
し
て
お

り
ま
す
。
こ
の
住
宅
ロ
ー
ン
は
、
施
工
品
質
が
し
っ
か
り
と
担
保
で
き

る
地
元
建
築
業
者
で
の
施
工
が
条
件
で
あ
り
、
50
社
限
定
で
当
組
合
と

ア
フ
タ
ー
フ
ォ
ロ
ー
に
関
す
る
覚
書
を
交
わ
し
て
お
り
ま
す
。
当
組
合

側
は
毎
年
家
計
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
実
施
し
、
給
与
の
減
少
や
病
気
な

ど
不
測
の
事
態
に
見
舞
わ
れ
た
と
き
に
条
件
変
更
を
行
い
最
長
51
年
ま

で
面
倒
を
見
る
。
金
利
の
先
高
感
が
あ
る
現
在
、「
51
年
固
定
型
住
宅

ロ
ー
ン
」
は
お
客
様
に
と
っ
て
純
金
以
上
に
価
値
が
あ
る
『
宝
』
と
言

え
る
商
品
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
建
築
関
連
業
者
を
含
む
連
合
化
を
目
的
と
し
て
、
住
ま
い
に

関
す
る
あ
ら
ゆ
る
事
柄
を
相
談
で
き
る
「
住
ま
い
の
何
で
も
フ
ェ
ス

テ
ィ
バ
ル
」
を
開
催
し
て
お
り
ま
す
。

①
信
栄
会

　

塩
沢
信
用
組
合
で
は
、
支
店
ご
と
に
取
引
先
の
組
合
員
の
皆
様
か
ら

「
信
栄
会
」
と
い
う
後
援
会
を
組
織
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
２

０
２
１
年
に
「
本
店
信
栄
会
」「
石
打
信
栄
会
」「
五
日
町
信
栄
会
」
は

設
立
40
周
年
、「
津
南
信
栄
会
」
は
設
立
30
周
年
、「
小
出
郷
信
栄
会
」

は
設
立
20
周
年
を
迎
え
、
全
店
の
会
員
数
は
約
６
８
０
名
と
な
っ
て
お

り
ま
す
。

　

主
な
行
事
と
し
て「
夏
の
ふ
れ
あ
い
の
集
い
」「
冬
の
定
期
総
会
」「
研

修
旅
行
」「
信
栄
会
合
同
ゴ
ル
フ
コ
ン
ペ
」
な
ど
年
間
を
通
じ
て
様
々

な
イ
ベ
ン
ト
や
活
動
を
企
画
し
て
い
た
だ
き
、
会
員
相
互
の
交
流
や
地

域
活
性
化
の
為
ご
尽
力
を
頂
い
て
お
り
ま
す
。

　

当
組
合
も
各
支
店
に
お
い
て
事
務
局
運
営
に
携
わ
ら
せ
て
い
た
だ
い

て
い
る
他
、
信
栄
会
会
員
の
振
込
手
数
料
割
引
等
の
メ
リ
ッ
ト
も
提
供

し
て
お
り
ま
す
。
今
後
も
よ
り
一
層
、
信
栄
会
組
織
の
活
性
化
、
会
員

企
業
・
個
人
の
皆
様
の
発
展
に
取
組
ん
で
参
り
ま
す
。

②
年
金
サ
ポ
ー
ト
委
員
会

　

当
組
合
で
年
金
受
給
口
座
の
指
定
を
頂
い
て
い
る
お
客
様
は
全
て

「
年
金
友
の
会
」
会
員
と
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
会
員
の
お

客
様
に
対
し
て
「
安
全
見
守
り
隊
」
事
業
を
行
っ
て
お
り
、
特
殊
詐
欺

被
害
の
防
止
や
、
独
居
世
帯
、
ご
夫
婦
の
み
二
人
世
帯
の
見
守
り
活
動

を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
地
域
ご
と
に
担
当
職
員
を
定
め
、
職
員
の
顔
写

真
入
り
の
「
安
全
見
守
り
隊
カ
ー
ド
」
を
配
布
、
ご
自
宅
の
電
話
機
の

近
く
に
掲
示
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
不
審
な
電
話
が
掛
か
っ
て
き
た
際
に

す
ぐ
に
気
が
付
き
、
当
組
合
の
担
当
者
へ
ご
相
談
し
て
い
た
だ
く
仕
組

を
つ
く
り
ま
し
た
。

　

会
員
の
方
へ
、
お
誕
生
日
の
プ
レ
ゼ
ン
ト
、
年
金
サ
ポ
ー
ト
委
員
会

総
会
な
ど
、毎
年
工
夫
を
凝
ら
し
て
お
楽
し
み
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、無
担
保
・
無
保
証
の
年
金
受
給
者
ロ
ー
ン
も
ご
用
意
し
て
お
り
、

ご
返
済
は
年
金
支
給
日
に
合
わ
せ
て
２
か
月
１
回
と
し
、
借
り
や
す
く

顧
客
の
組
織
化
と
そ
の
活
動
の
実
績
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対
し
て
情
報
還
元
し
て
い
る
他
、
越
後
逸
品
Ｗ
ｅ
ｂ
商
談
会
の
開
催

に
よ
り
、
食
品
・
農
産
物
等
の
販
路
拡
大
支
援
に
取
組
ん
で
お
り
ま

す
。

〈
経
営
改
善
・
事
業
再
生
支
援
〉

・
経
営
改
善
計
画
策
定
支
援

　

�　

条
件
変
更
等
で
対
応
し
た
経
営
支

援
先
に
対
し
て
、
営
業
担
当
者
が
月

１
回
以
上
定
期
訪
問
し
、
経
営
助
言

の
実
践
と
経
営
改
善
計
画
策
定
支
援

に
取
組
ん
で
い
ま
す
。

・
月
次
決
算
化
支
援

　

�　

当
組
合
の
お
取
引
先
が
会
計
要
領

に
準
拠
し
た
信
頼
性
の
あ
る
決
算
書

を
作
成
す
る
こ
と
と
、
毎
月
の
収
支

が
確
認
で
き
、
独
自
に
資
金
計
画
が

作
れ
る
「
月
次
決
算
化
」
に
取
組
ん

で
い
ま
す
。

⑥
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
対
応

　

当
組
合
で
は
、「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
趣
旨

を
充
分
に
踏
ま
え
、
お
客
様
か
ら
借
入
や
保
証
債
務
の
整
理
に
つ
い
て

相
談
を
受
け
た
際
に
は
、
誠
実
に
対
応
す
る
態
勢
を
整
備
し
て
お
り
ま

す
。

　

経
営
者
保
証
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
、
お
客
様
と
の
丁
寧
な
対
話
に

よ
り
、
法
人
と
経
営
者
の
関
係
性
や
財
務
状
況
を
把
握
し
、
同
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
の
内
容
を
踏
ま
え
て
充
分
検
討
す
る
な
ど
、
適
切
な
対
応
に
務

め
て
お
り
ま
す
。
そ
の
う
え
で
、
継
続
的
か
つ
良
好
な
信
頼
関
係
の
構

築
と
経
営
改
善
支
援
に
取
組
ん
で
い
ま
す
。

で
す
。
取
引
先
企
業
の
業
況
悪
化
防

止
の
た
め
、
継
続
し
て
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
支
援
（
本
業
の
改
善
）
に
取
組
む

も
の
で
あ
り
、
そ
の
前
提
と
し
て
顧

客
の
期
待
値
を
正
確
に
把
握
し
、
共

感
を
得
た
上
で
事
業
改
善
に
取
組
む

必
要
が
あ
り
ま
す
。「
顧
客
満
足
」
を

超
え
る
「
顧
客
感
動
」
を
生
み
出
す

た
め
に
、
当
組
合
の
職
員
は
熱
意
と

工
夫
と
行
動
力
を
持
っ
て
、
チ
ー
ム

ワ
ー
ク
で
取
組
ん
で
い
ま
す
。

③�

「
特
殊
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」及
び「
準
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

の
取
組
み

　

既
存
融
資
事
業
先
の
中
か
ら
、
各
店
５
先
「
全
店
25
先
」
を
「
特
別

重
点
支
援
先
」
と
し
て
取
組
み
、
赤
字
体
質
か
ら
の
脱
却
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
２
０
２
１
年
度
は
全
先
の
ラ
ン
ク
ダ
ウ
ン
を

防
止
し
5
先
が
黒
字
化
し
ま
し
た
。

④�
Ｓ
Ｔ
Ｆ
（
ス
ペ
シ
ャ
ル
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）
の
取

組
み

　

Ｓ
Ｔ
Ｆ
と
は
、
新
規
融
資
先
を
対
象
と
し
て
行
う
事
業
で
す
。
業
況

が
思
わ
し
く
な
い
事
業
先
に
対
し
て
ト
リ
ア
ー
ジ
（
優
先
順
位
付
け
）

を
行
い
、
当
組
合
の
オ
リ
ジ
ナ
ル
支
援
内
容
を
お
伝
え
し
て
い
き
ま
す
。

他
行
の
追
加
支
援
が
難
し
い
事
業
者
に
対
し
て
は
、
当
組
合
が
一
部
を

肩
代
る
こ
と
で
メ
イ
ン
銀
行
の
支
援
が
膠
着
状
態
か
ら
抜
け
出
し
、
新

た
な
「
追
加
融
資
」
や
「
条
件
変
更
」
が
可
能
に
な
る
と
い
う
銀
行
側

に
も
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
„
三
方
良
し
＂
の
他
行
共
存
型
の
提
案
を
行
っ

て
お
り
ま
す
。

⑤
中
小
企
業
の
経
営
支
援
に
関
す
る
取
組
み
状
況

〈
創
業
・
新
規
事
業
支
援
〉

・
創
業
新
事
業
化
支
援

　

�　

認
定
支
援
機
関
同
士
の
連
携
に
よ
り
、
地
域
内
の
特
に
若
者
層
の

独
立
を
支
援
し
、
新
事
業
を
誕
生
さ
せ
る
お
手
伝
い
に
取
組
ん
で
い

ま
す
。

〈
成
長
段
階
支
援
〉

・
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

　

�　

魚
沼
地
域
内
で
の
事
業
好
事
例
を
全
店
舗
で
共
有
し
、
取
引
先
に

①
中
小
企
業
の
経
営
支
援
に
関
す
る
取
組
み
方
針

　

２
０
２
１
年
度
事
業
計
画
に
沿
っ
て
、
や
が
て
や
っ
て
来
る
返
済
負

担
の
「
倍
返
し
」
に
備
え
て
企
業
が
安
定
的
な
成
長
発
展
を
続
け
て
い

け
る
よ
う
に
、
組
織
を
上
げ
て
全
集
中
に
て
本
業
支
援
に
取
組
ん
で
き

ま
し
た
。
２
０
２
１
年
度
か
ら
の
事
業
方
針
を
継
続
す
る
中
で
、
２
０

２
２
年
度
は
更
に
取
組
み
を
強
化
し
て
参
り
ま
す
。

２
０
２
２
年
度
重
要
課
題
「
他
行
共
存
型
支
援
」

�

（
２
０
２
２
年
度
事
業
計
画
書
よ
り
抜
粋
）

　

私
ど
も
は
、「
平
時
」
で
は
な
く
「
非
常
時
」
と
捉
え
て
、
返
済
負

担
が
倍
返
し
と
な
る
２
０
２
３
年
以
降
の
„
本
番
＂
に
備
え
ま
す
。
し

か
し
、
そ
の
備
え
の
仕
方
に
随
分
と
隔
た
り
が
あ
り
、
一
般
的
な
金
融

機
関
は
、
他
行
間
競
争
の
„
激
化
＂
を
予
想
し
て
お
り
、
そ
れ
は
自
行

の
融
資
残
高
の
減
少
分
を
補
う
た
め
に
、
他
行
へ
の
借
換
攻
勢
を
強
化

し
よ
う
と
し
て
い
る
か
ら
で
す
。

　
「
平
時
」
な
ら
い
ざ
知
ら
ず
、
ま
だ
、「
非
常
時
」
が
続
く
中
で
、
そ

ん
な
自
行
の
残
高
づ
く
り
の
た
め
の
他
行
間
競
争
や
、
お
客
様
を
無
視

し
た
„
利
益
至
上
主
義
＂
に
よ
る
「
ノ
ル
マ
営
業
」
を
自
分
た
ち
の
た

め
だ
け
に
や
り
続
け
て
い
い
の
で
し
ょ
う
か
。

　

私
ど
も
は
「
問
い
か
け
ま
す
。」
頼
ら
れ
る
金
融
機
関
と
な
る
た
め

の
„
体
力
強
化
策
＂
だ
と
し
て
も
、
そ
う
こ
う
し
て
い
る
間
に
、
地
元

の
企
業
が
疲
弊
し
て
し
ま
っ
た
ら
„
本
末
転
倒
＂
で
は
な
い
の
か
。
真

の
顧
客
支
援
と
は
困
っ
て
い
る
と
き
に
困
っ
て
い
る
人
を
救
う
こ
と
で

は
な
い
の
か
。

　

今
こ
そ
、
地
域
金
融
機
関
同
士
（
地
銀
と
信
金
信
組
）
に
よ
る
『
共

存
路
線
』
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
私
ど
も
は
率
先
し
て
、
一
行
の
支
援

だ
け
で
は
難
し
い
先
へ
、
当
組
合
が
一
部
を
肩
代
る
こ
と
で
メ
イ
ン
銀

行
の
支
援
が
膠
着
状
態
か
ら
抜
け
出
し
、新
た
な
「
追
加
融
資
」
や
「
条

件
変
更
」
が
可
能
に
な
る
と
い
う
銀
行
側
に
も
メ
リ
ッ
ト
の
あ
る
„
三

方
良
し
＂
の
他
行
共
存
型
の
提
案
を
地
域
内
に
浸
透
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

　

塩
沢
信
用
組
合
の
取
組
が
確
実
に
地
域
内
に
波
紋
を
広
げ
、
複
数
行

で
協
力
し
て
事
業
者
を
支
え
る
と
い
う
、
ま
さ
に
新
た
な
次
元
の
『
他

行
共
存
型
支
援
事
業
』
が
、
当
組
合
の
業
域
エ
リ
ア
内
で
全
国
の
金
融

機
関
と
し
て
„
初
＂の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
と
な
る
こ
と
を
信
じ
て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
„
夢
＂
の
実
現
に
向
け
て
、
２
０
２
２
年
は
„
助
走
期
＂
に
入

る
こ
と
と
い
た
し
ま
す
。

②�

Ｃ
Ｄ
Ｐ
（
カ
ス
タ
マ
ー
デ
ィ
ラ
イ
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ

ス
）
の
取
組
み

　

Ｃ
Ｄ
Ｐ
と
は
、
既
存
融
資
取
引
先
の
全
先
を
対
象
と
し
て
行
う
事
業

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
く

保
証
債
務
整
理
の
成
立
件
数

保
証
契
約
を
解
除
し
た
件
数

新
規
融
資
に
占
め
る
経
営
者
保
証
に

依
存
し
な
い
融
資
の
割
合

新
規
に
無
保
証
で
融
資
し
た
件
数

（
Ａ
Ｂ
Ｌ
を
活
用
し
無
保
証
で
融
資
し
た
も
の
は
除
く
）

経
営
者
保
証
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
取
組
状
況

０
件

２
件

１
．５
３
％

32
件

２
０
２
０
年
度

０
件

４
件

３
．９
０
％

66
件

２
０
２
１
年
度

中
小
企
業
の
経
営
の
改
善
の
た
め
の
取
組
み
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⑤
社
会
性
を
重
視
し
た
金
融
イ
ン
フ
ラ
整
備

　

金
融
窓
口
の
対
人
相
談
機
能
の
縮
小
や
、
利
用
時
間
の
制
限
、
利
用

手
数
料
の
„
有
料
化
＂
な
ど
に
不
便
や
不
都
合
を
感
じ
て
い
る
方
が
大

勢
い
ま
す
。
当
組
合
で
は
、「
組
合
員
の
両
替
・
硬
貨
取
扱
手
数
料
は

無
料
」、「
セ
ブ
ン
銀
行
の
Ａ
Ｔ
Ｍ
手
数
料
無
料
（
時
間
指
定
あ
り
）」「
お

昼
休
み
時
間
帯
は
増
員
し
て
迅
速
対
応
」
な
ど
、
利
用
者
の
利
便
性
を

重
視
し
た
金
融
業
務
の
実
現
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

③�

景
況
感
調
査

　
（
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
・
原
材
料
高
対
応
等
）

　

毎
年
11
月
に
独
自
の
景
況
感
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
新
聞
や
テ

レ
ビ
に
は
出
て
い
な
い
「
魚
沼
地
域
」
の
実
態
調
査
を
行
っ
て
お
り
、

今
年
度
は
「
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
」
や
「
原
材
料
高
」
に
関
す
る
影
響
度

合
い
も
調
査
し
ま
し
た
。
調
査
結
果
を
地
元
取
引
先
企
業
に
還
元
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
経
営
判
断
や
今
後
の
指
針
と
し
て
ご
活
用
い
た
だ
い

て
お
り
ま
す
。

④
幸
せ
の
リ
ン
ゲ
ー
ジ
運
動
第
２
弾

　

当
組
合
が
特
別
事
業
と
し
て
取
組
ん
だ「
幸
せ
の
リ
ン
ゲ
ー
ジ
運
動
」

の
第
２
弾
を
実
施
し
ま
し
た
。
飲
食
店
の
販
路
拡
大
の
た
め
、
統
一
で

３
，２
４
０
円
の
オ
ー
ド
ブ
ル
を
作
っ
て
い
た
だ
き
、
全
店
で
68
種
類

の
中
か
ら
選
べ
る
取
組
み
は
大
好
評
で
、
地
域
内
に
支
え
合
い
の
輪
が

広
が
り
ま
し
た
。

①
う
お
ぬ
ま
就
職
応
援
フ
ェ
ア
Ｗ
ｅ
ｂ
企
業
説
明
会

　

２
０
２
０
年
度
に
引
き
続
き
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催
と
し
た
企
業
説
明
会

は
、
魚
沼
地
域
の
企
業
17
社
が
参
加
し
ま
し
た
。
コ
ロ
ナ
禍
で
企
業
情

報
が
入
手
で
き
ず
不
安
を
抱
え
る
就
活
者
と
、
採
用
を
希
望
す
る
企
業

の
出
会
い
の
場
と
し
て
多
く
の
求
職
者
が
参
加
し
ま
し
た
。

②
越
後
„
逸
品
＂
Ｗ
Ｅ
Ｂ
商
談
会

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
が
長
期
化
す
る
中
、
昨
年
に
引
き
続

き
Ｗ
Ｅ
Ｂ
形
式
で
の
商
談
会
を
開
催
し
ま
し
た
。
２
日
間
で
参
加
企
業

21
社
、
バ
イ
ヤ
ー
16
社
が
参
加
し
リ
ア
ル
商
談
会
で
な
く
て
も
十
分
に

販
路
拡
大
が
で
き
る
こ
と
を
参
加
企
業
と
の
間
で
確
認
し
ま
し
た
。

地
域
支
援
の
取
組
（
地
域
の
活
性
化
に
関
す
る
独
自
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
）
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「ＳＤＧｓ宣言」への取組み
■当組合の 「既に実践している内容」

①�「魚沼の未来基金」地元高校生対象の善意
の寄付による返済不要の奨学金制度

②�「無料家計診断」「おまとめローン」「事後
管理システム」による家計の困窮支援

①�「いきいき健康定期預金」「運転免許返納
者優遇定期預金」「高齢者安全見守り活動」
など地域課題解決に向けた支援
②協�会けんぽと連携した「職場全面禁煙」「職
場健康おすすめプラン」実践

③�「健康経営優良法人」認定事業所（2019
年度と2020年度に２年継続認定）

①�「職場のダイバーシティ（人材の多様性）
の浸透」（差別や偏見の防止）
②�「ジェネレーショントーキング実施」「ハ
ラスメント委員会設置」
③�「小出郷文化会館のマタニティ無料化」へ
の支援

①�地域の産業振興のための「住まいの何でも
フェスティバル」実施
②�地元企業の雇用拡大のための「就職応援
フェア」実施
③�「地元自治体」と「地元貢献団体」への寄
付による支援

①�「こども金銭教育」（小学校対象）「若者カー
ド教育」（中高校対象）「金融出前授業」（若
年新成人対象）実施

②�「エルダー委員会設置」「職員派遣研修の
充実」「短期と長期の研修体系構築」

①�「360度評価」「ノルマ廃止」「1on１ミー
ティング」の実施

②�「70歳雇用延長」の導入「メモリアル休暇」
の取得による休みやすい職場の実現

①�「地酒で乾杯、追い水推奨、食べ残しゼロ」
宣言と「自前のコースター」作成
②�「エコ通帳」環境に優しい素材エコクロス
使用のカーボンオフセット通帳
③�「マイ箸」「マイスリッパ」「エコバック」
を役職員全員が携帯

①�「持続可能な開発目標への取組と対象企業
への支援」（ＳＤＧｓ対応融資）
②�「災害等の発生に備えることとその対応へ
の支援」（ＢＣＰ対応融資）
③�「新型コロナウイルス感染症」対策、地域
全体での一致協力体制の構築

「越後魚沼の未来基金」

「金融出前授業」実践ロープレ

「ジェネレーショントーキング」

「マタニティ支援事業」

　第6期越後魚沼の未来基金審査会を本店会議
室で開催し、厳正なる審議を経て申込者61名

全員が内定されました。3月には第6期未来基金はばたき奨
学金贈呈式を開催いたしました。2016年からの寄付総額は
1,316件、4,951万円にのぼります。寄付金を原資として、
2022年度には奨学生の企業見学「思い出づくりツアー」を
開催いたします。

　2022年4月からの成人年齢引下げに伴い、
18歳～ 19歳の「若年新成人」が悪徳商法な

どの詐欺被害にあわないように、高校生を対象とした「金融
出前授業」を開始します。正しく理解してもらうために、全
職員が参加して実際の授業を想定したローププレイング大会
を実施しました。

　職員が働き
やすく、やり

がいのある職場を目指して、
定期的にジェネレーション
トーキング（年代別討論会）
を行っています。2022年
度第1回は「組織活性化の
ための自主性のある取り組
み」をテーマとして活発に
意見交換されました。

　 魚 沼 市 小 出 郷 文 化 会 館 で は
2018年度より妊婦に対して映画
やコンサート等に無料で招待する
といったマタニティ招待事業を
行っています。当組合では、その
全事業について無料分のチケット
代を負担する支援を行っています。
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３
月
18
日
「
ピ
ー
タ
ー
パ
ン
寄
付
贈
呈
式
」
と
し
て
、
地
元
「
塩
沢

小
学
校
」「
上
関
小
学
校
」「
津
南
小
学
校
」
へ
各
10
万
円
計
30
万
円
を

寄
付
し
ま
し
た
。

　

３
月
30
　

日
と
31
　

日
に
４
会
場
に
て
「
魚
沼
の
未
来
基
金
は
ば
た
き
奨

学
金
贈
呈
式
」
及
び
「
卒
業
祝
い
金
贈
呈
式
」
を
実
施
、
奨
学
生
は
第

一
期
か
ら
延
べ
で「
２
７
２
人
」卒
業
生
は
今
期
の
14
　

人
を
含
め
て「
42

　

人
」
と
な
り
ま
し
た
。
寄
付
金
は
、
延
べ
件
数
「
１
，３
１
６
件
」、

金
額
で
「
４
，９
５
１
万
円
」
に
な
り
ま
し
た
。
毎
年
の
善
意
の
寄
付

に
深
く
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　

今
期
の
決
算
に
関
し
て
、
順
調
に
推
移
し
て
お
り
、
こ
れ
も
偏
に
総

代
は
じ
め
組
合
員
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協
力
の
賜
物
で
あ
り
、
役
員

職
員
一
同
感
謝
す
る
と
共
に
、引
続
き
の
ご
支
援
を
お
願
い
申
し
上
げ
、

通
期
の
『
事
業
報
告
』
と
い
た
し
ま
す
。

�

以　

上　

　

９
月
３
日
は
、
十
日
町
警
察
署
と
小
出
警
察
署
の
協
力
を
得
て
、「
防

犯
訓
練
及
び
特
殊
詐
欺
防
止
訓
練
」
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
全
部
店
を
結
ん

で
開
催
し
ま
し
た
。
初
の
試
み
で
あ
り
、
離
れ
た
場
所
で
も
臨
場
感
が

伝
わ
り
、
も
し
も
の
時
の
対
応
が
徹
底
で
き
ま
し
た
。

　

９
月
は
各
店
単
位
で
重
点
日
を
設
け
、
特
殊
プ
ロ
と
準
プ
ロ
に
指
定

し
た
事
業
者
の
本
業
支
援
に
関
す
る
活
動
の
総
括
を
実
施
、
半
期
末
の

自
己
査
定
で
評
価
が
向
上
す
る
こ
と
を
目
的
に
当
組
合
と
事
業
者
双
方

が
真
剣
に
向
き
合
い
、
今
後
の
支
援
内
容
を
確
認
し
ま
し
た
。

　

10
月
18
　

日
と
19
　

日
に
『
„
越
後
＂
逸
品
Ｗ
Ｅ
Ｂ
商
談
会
』
を
開
催
、

地
元
取
引
先
「
21
　

社
」
の
商
談
を
支
援
、
地
元
バ
イ
ヤ
ー
か
ら
有
効
な

商
談
を
い
た
だ
き
、リ
ア
ル
商
談
会
が
開
催
出
来
な
く
て
も
十
分
に「
販

路
開
拓
」
が
可
能
な
こ
と
を
証
明
し
ま
し
た
。

　

11
月
に
独
自
の
「
景
況
感
調
査
」
を
「
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
」
や
「
原

材
料
高
」
に
関
す
る
影
響
度
合
い
を
入
れ
て
実
施
、
調
査
結
果
は
、
地

域
内
の
景
況
感
と
し
て
還
元
、
取
引
先
や
関
係
機
関
の
今
後
の
経
営
判

断
や
行
動
指
針
等
に
活
用
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

１
月
27
日
に
「
未
来
基
金
・
審
査
会
」
を
実
施
、
第
六
期
の
奨
学
生

「
61
名
」
を
内
定
、
昨
年
、
大
口
の
寄
付
「
１
千
万
円
」
を
い
た
だ
き
、

返
済
不
要
の
奨
学
金
の
ほ
か
に
も
、
子
ど
も
の
貧
困
に
関
係
す
る
新
た

な
事
業
を
検
討
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

　

２
月
３
日
に
「
幸
せ
の
リ
ン
ゲ
ー
ジ
運
動
」
第
二
弾
と
し
て
、
売
上

が
低
迷
し
て
い
る
地
元
飲
食
店
、
ホ
テ
ル
旅
館
の
「
計
68
　

社
」
の
デ
リ

バ
リ
ー
と
テ
イ
ク
ア
ウ
ト
の
チ
ラ
シ
を
作
成
、当
組
合
の
職
員
が「
オ
ー

ド
ブ
ル
」
の
販
売
を
お
手
伝
い
し
、
実
績
を
あ
げ
ま
し
た
。

魚沼の未来基金・はばたき奨学金贈呈式

幸せのリンゲージ運動第2弾

“越後”逸品WEB商談会
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て
実
施
。
本
人
出
席
「
97
名
」、
委
任
状
「
12
名
」、
書
面
出
席
「
10

名
」
の
計
「
１
１
９
名
」
の
出
席
に
よ
り
開
催
さ
れ
、
第
１
号
議
案
か

ら
第
９
号
議
案
ま
で
全
て
可
決
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

同
日
、「
地
域
を
元
気
に
、
地
域
活
性
化
モ
デ
ル
の
挑
戦
」
と
題
し

て
、
元
ミ
ス
ア
ー
ス
日
本
代
表
の
「
山
田
彩
乃
」
氏
よ
り
の
「
特
別
講

演
会
」
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

７
月
２
日
に
当
組
合
の
12
年
連
続
好
決
算
を
記
念
し
て
「
魚
沼
市
」

へ
寄
付
金
１
０
０
万
円
の
贈
呈
と
、「
地
元
貢
献
６
団
体
」
へ
表
彰
状

と
金
一
封
を
差
し
上
げ
ま
し
た
。

　

同
日
、
当
組
合
と
日
本
政
策
金
融
公
庫
と
新
潟
県
信
用
保
証
協
会
に

よ
る
協
定
調
印
式
を
実
施
し
、
引
き
続
き
「
三
位
一
体
」
の
金
融
支
援

を
約
束
し
ま
し
た
。

　

７
月
22
日
に
「
緊
急
連
絡
網
」
と
「
防
災
訓
練
」
実
施
。
地
域
住
民

と
地
元
消
防
署
の
協
力
の
も
と
「
消
火
訓
練
」
及
び
「
救
急
救
命
訓
練
」

を
実
施
し
ま
し
た
。

　

８
月
は
、「
感
染
防
止
強
化
月
間
」
と
「
営
業
自
粛
月
間
」
と
位
置

付
け
て
、「
職
場
内
感
染
」
及
び
「
家
庭
内
感
染
」
の
注
意
事
項
を
全

員
で
徹
底
し
ま
し
た
。

　

８
月
21
日
と
22
日
の
「
24
時
間
テ
レ
ビ
„
愛
は
地
球
を
救
う
＂」
で

は
、
当
組
合
の
職
員
が
新
潟
県
信
用
組
合
協
会
の
代
表
と
し
て
、
テ
レ

ビ
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
に
登
用
さ
れ
ま
し
た
。

　

８
月
23
　

日
と
24
　

日
の
「
う
お
ぬ
ま
就
職
応
援
フ
ェ
ア
」
を
Ｗ
ｅ
ｂ
で

開
催
。
地
元
企
業
「
17
　

社
」
が
自
社
の
Ｐ
Ｒ
と
求
人
募
集
を
行
い
、
外

国
人
を
含
む
の
べ
„　

51
　

人
＂
が
そ
れ
ぞ
れ
リ
モ
ー
ト
で
参
加
し
、
希
望

に
よ
り
採
用
面
接
へ
と
進
め
て
も
ら
う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

９
月
１
日
よ
り
「
し
お
し
ん
ビ
ジ
ネ
ス
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
」
サ
ー

ビ
ス
開
始
し
ま
し
た
。「
組
合
員
限
定
」
の
新
規
ご
契
約
特
典
と
し
て
、

９
月
１
日
か
ら　
12
　

月
30
　

日
ま
で
の
４
か
月
間
、
他
行
振
込
手
数
料
を

„
無
料
＂
と
し
ま
し
た
。

事
業
の
概
況

　

４
月
12
日
に
「
営
業
担
当
者
の
安
全
運
転
宣
言
」
を
塩
沢
ふ
れ
あ
い

広
場
に
て
、
南
魚
沼
警
察
署
の
協
力
の
も
と
、
営
業
車
両
20
台
が
整
列

し
て
実
施
し
ま
し
た
。
当
組
合
の
営
業
職
員
20
人
は
、
営
業
活
動
の
傍

ら
「
安
全
見
守
り
隊
」
と
し
て
の
機
能
を
有
し
て
お
り
、
自
ら
の
安
全

運
転
と
子
供
か
ら
お
年
寄
り
ま
で
の
交
通
安
全
を
宣
言
し
ま
し
た
。

　

４
月
13
　

日
に「
宿
泊
業
に
よ
る
„
安
心
衛
生
＂サ
ミ
ッ
ト
」（
第
３
弾
）

を
実
施
。
参
加
者
か
ら
は
、
コ
ロ
ナ
融
資
に
関
す
る
借
り
方
と
返
し
方

に
質
問
が
集
中
、
返
し
方
に
重
点
を
置
い
た
商
品
を
ぜ
ひ
要
望
し
た
い

と
し
て
、
早
速
、
制
度
設
計
に
入
り
「
返
済
自
由
の
フ
ル
・
オ
ー
ダ
ー

方
式
」
に
よ
る
『
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ｉ
Ｄ

−

１
９
緊
急
事
態
宣
言
等
影
響
対
策
資

金
』
の
取
扱
を
６
月
４
日
よ
り
開
始
し
ま
し
た
。

　

４
月
29
日
に
約
１
か
月
遅
れ
の
「
入
組
式
」
と
「
職
員
大
会
」
を
開

催
し
、「
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
大
会
」
と
「
実
践
ロ
ー
プ
レ
大
会
」
実
施
。

優
勝
し
た
職
員
へ
は
、
地
元
ホ
テ
ル
の
「
ペ
ア
無
料
宿
泊
券
」
を
進
呈

し
ま
し
た
。

　

５
月
に
は
「
総
代
地
区
会
議
」
を
５
地
区
に
て
開
催
し
、
現
在
総
代

数
「
１
１
７
名
」
中
、
79
名
が
出
席
、
主
な
議
題
と
し
て
「
総
代
選
挙
」

「
理
事
改
選
」「
名
称
変
更
」「
地
区
変
更
」「
創
業
70
周
年
事
業
」
に
関

し
て
付
議
し
、
多
く
の
質
問
を
い
た
だ
き
、
そ
の
場
に
て
回
答
し
た
も

の
を
合
わ
せ
て
、
２
０
２
１
年
デ
ィ
ス
ク
ロ
誌
に
掲
載
し
ま
し
た
。
ま

た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
専
門
委
員
会
に
は
、
総
代
の
代
表
か
ら
入
っ
て
い
た

だ
く
件
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

６
月
の
「
総
代
選
挙
」
で
は
、「
19
名
」
が
退
任
、「
22
名
」
が
新
任
、

女
性
総
代
が
「
41
名
」、
男
性
総
代
が
「
79
名
」
の
総
勢
「
１
２
０
名
」

が
選
任
さ
れ
ま
し
た
。

　

６
月
24
日
「
通
常
総
代
会
」
は
、
南
魚
沼
市
民
会
館
・
大
ホ
ー
ル
に

事
業
報
告　
２
０
２
１
年
度　

第
69
期
（
自  

２
０
２
１
年
４
月
１
日 

～ 

至  

２
０
２
２
年
３
月
31
日
）

しおしんビジネスネットバンキング

うおぬまの就職応援フェアWEB企業説明会

三者協定書調印式
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2023年9月19日㈫より
組合名称は「ゆきぐに信用組合」へ
営業地区は「小千谷市」
「十日町市（旧松之山町、旧松代町）」
「長野県栄村」が追加となります！
（※監督官庁からの許可承認をもって変更となります）

塩沢信用組合


